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中国のエネルギー効率標準化と省エネマーク中国のエネルギー効率標準化と省エネマーク中国のエネルギー効率標準化と省エネマーク中国のエネルギー効率標準化と省エネマーク（中国）（中国）（中国）（中国）    
 

�� �はじめに�
国家経済貿易委員会は「エネルギー効率標準とマーク」という国際シンポジウムにおい

て、政府の省エネルギー事業重視への転換、法的強制力を伴うエネルギー効率標準とマー
ク制度の導入、グリーン照明工程の推進等を提言した。�
特にグリーン照明工程推進プロジェクトでは、照明製品に対する省エネ効率マークと省

エネ認証制度の推進強化を図る。�
�

�� 省エネルギー政策の変化���エネルギー効率標準とマーク制度の導入�
 国家経済貿易委員会（以下、「国家経貿委」という）と国際エネルギー機関（���）は
�

�年 ��月 �日、北京で「エネルギー効率標準とマーク」というテーマの国際シンポジ
ウムを共同開催した。�
�

会議では主に以下について討論した。�
・世界エネルギー効率標準とマーク制度の発展傾向、�
・中国のエネルギー効率政策と戦略、�
・中国のエネルギー効率標準とマーク制度プロジェクトの具体的実施状況、�
・中国のグリーン照明工程推進プロジェクトの現状と将来性、�
・家庭電器と事務機器のスタンバイ時消費電力問題�

�

 国家経貿委�資源節約･総合利用司の趙家栄司長は同会議で、「十五」期間において国家経
貿委の管理する全国省エネ事業の重点を次の三つの方面に転換すると提言した：�
・ 管理システムと運営メカニズムの構築�
・ 「省エネルギー法」を中心とした法令と管理方法の整備�
・ エネルギー利用製品及び設備の省エネ管理と監督�

�

 このため、国家経貿委は次のような相応の措置を講じるとしている。�
① 強制的エネルギー効率標準、相応の技術法令及び実施方法等を策定する。同時に強
制的エネルギー効率標準をエネルギー利用製品の市場参入基準、低エネルギー効率
製品の淘汰および省エネ技術進歩等の主要手段とする。�

② エネルギー効率マーク制度の立法と監督実施メカニズムを強化し、「エネルギー効
率マーク実施管理方法」等の関連法令や条例及び各種エネルギー利用製品に対する
エネ効率マーク実施細則を策定して、エネ効率情報表示制度の早期導入をはかる。�

③ 強制的エネルギー効率標準と省エネ製品認証の適用範囲を拡大する。�
④ 省エネ製品の宣伝と普及を強化する。�
⑤ エネルギー効率標準とマークにおける国際交流や国際協力を拡大する。�

�

中国では現在、エネルギー効率標準とマーク制度の実施は、それぞれエネルギー効率標
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準の制定と、これによる省エネ製品認証とに分類できる。省エネ製品認証のほうは、企業
の自由意志を尊重する非強制性の原則となっている。�
�

�� �エネルギー効率標準�
 中国では ��	
年代中頃からエネ効率標準を導入し、現在すでに �つの標準を施行して
いる。これらの対象製品は主に、家庭用冷蔵庫、エアコン、洗濯機、テレビ、電気炊飯器、
��機器、アイロン、扇風機、蛍光灯安定器等の家庭電器や照明器具に限られている。�
�

 ����－�


 年において、冷蔵庫、エアコン、蛍光灯安定器に対するエネルギー効率標
準が改正された。これにより、冷蔵庫とエアコンのエネルギー効率を平均 �
％引き上げる
とともに、�


年からは蛍光灯安定器のエネルギー効率標準も見直し、現在すでに意見募
集原案の修正段階に入っている。修正導入後、予測では �

�－�
��年の �
年間で、節電
量は累計 �����億 ���に達し、照明電力費用 ����億元を節約できる。�
�

 省エネルギー標準化の管理と研究体系：省略�
�

�� �省エネ認証�
 中国では ���	 年に省エネ認証制度を確立し、現段階では企業の自由意志を尊重する任
意性の原則を採用している。�
 省エネ製品認証機関は中国省エネ製品認証管理委員会と中国省エネ製品認証中心によっ
て構成される。�
 管理委員会は旧国家質量技術監督局の授権により、国家経貿委が中心となって組織した
もので、国内では省エネ製品に対する認証を実施する唯一の最高機関である。この委員会
のメンバーは国家経貿委、計委、科技部、環保総局等の各部門と省エネ製品の生産･使用部
門、関連研究機関などからの ��名の公務員と専門家によって構成される。�
�

 ���	 年 �
 月、中国省エネ製品認証センター（以下、「����」という）が発足した。
����は、管理委員会の指導のもとに、省エネ製品認証の実施・管理を担当する機関であ
り、独立した法的地位を有する。またその行政においては、国家質量監督検験検疫総局傘
下の中国標準研究所にしたがう。�
�

 ����は非営利目的の組織だが、有償サービスを提供する。組織図は次の通りである。�
�

�

�

�

�

�

�

 製品認証には認証申請･受理、品質体系審査、製品検査、評価･登録、年度監督検査とい
う５つのプロセスがある。具体的なプロセスの流れは次の通りである。�

����主任�

弁公室� 検査部� 検証機関管理部� 苦情監視･管理部苦情監視･管理部苦情監視･管理部苦情監視･管理部  標準管理部�
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・ 標準管理部は、申請者の製品標準に対する確認を行う。�
・ 検査部は品質体系審査の組織･実施を担当する。�
・ 製品検査では、検証機関管理部が製品のサンプリングを組織･実施し、その指定検証
機関がそれらの製品に対する検査を行う。�

・ ����の評価グループが、品質体系の審査結果と製品検査結果に対して総合的評価
を行う。�

・ ����主任が専門家評価グループの評価意見に基づき、認証登録の是非を判断する。
認証取得条件を満足した申請者及びその製品には、省エネ製品認証書を交付する。�

�

省エネ製品認証の指定（授権）検証機関：省略�
�

 現在すでに家電、照明器具、工業消耗品等のメーカー
社余り、�

品種以上の製品が
省エネ製品認証を取得している。なかでもエアコンと家庭用冷蔵庫が最も多い。また、省
エネ製品認証取得企業の生産量は業界全体の総生産量の大部分を占めている。このほか、
����年末までに、��の型式の冷蔵庫製品がユーロ �クラスの省エネレベルを達成し、認
証取得製品の ����％を占めている。�
�

 �

�年の省エネ製品認証は次のような製品を重点対象としている。�
・ 直管形蛍光灯、インバータ式蛍光灯等の照明製品�
・ テレビ、プリンター等の ��製品（スタンバイ時消費電力）�
・ 洗濯機、エアコン等の家電製品�
・ 変電機等の電力設備�
・ 節水及び省エネ建築製品�

�

� �照明製品のエネルギー効率マークと省エネ認証�
 照明製品のエネルギー効率マークと省エネ認証の推進をはかるため、国家経貿委は �

�
年 �月、国連開発計画（ ���）および地球環境ファシリティ（!��）と共同で「中国グ
リーン照明工程促進プロジェクト」を正式に始動した。�
 このプロジェクトは !��が 	��万ドル援助するほか、その他国際金融機関の支援も受
けており、実施期間は４年となっている。�
 �
プロジェクトの主な内容�
（１） 製品エネルギー効率標準と建築照明省エネ標準の制定�
（２） 製品の省エネ認証とエネルギー効率マークの普及活動�
（３） 国家クラス電光源検査･測定研究室の測定試験レベル及び能力の向上推進�
（４） 高効率照明･電器製品の主要原材料とコンポーネント品質の向上推進�
（５） 高効率照明･電器製品の市場普及推進（一般購入或いは政府購入、電力分野の照

明節電の試験的実施推進計画、「品質承諾制」活動、モデル工程への補助等）�
（６） 照明節電の教育及び宣伝�
（７） プロジェクト評価、情報フォローアップと評価システムの構築�

情報協力："��#��
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【新エネルギー】【新エネルギー】【新エネルギー】【新エネルギー】    

不評なグリーン料金、不評なグリーン料金、不評なグリーン料金、不評なグリーン料金、������������電力の振興に企業自らが補助電力の振興に企業自らが補助電力の振興に企業自らが補助電力の振興に企業自らが補助（ドイツ）（ドイツ）（ドイツ）（ドイツ）����

�

本紙� 	�
 号（「財政難で新エネへの公的補助も削減か」の項参照）で、ドイツにおける
再生可能エネルギーに対する主に公的補助について伝えた。そこでも指摘したが、再生可
能エネルギーに対する民間投資が全体の４分の１強を占めているのは注目に値する。�
そこで今回は、ドイツにおける民間による再生可能エネルギー補助の状況を具体的に探

ってみた。とくに、①電力事業者による補助、②投資ファンド、資本参加、③グリーン料
金制度の３つが対象として注目される。�
�

１� 電力事業者による補助�
電力市場の自由化による電力料金の下落傾向と、欧州全体の発電容量の過剰化によって、

現在、再生可能エネルギーは電力事業者にとって魅力あるものとはなっていない。在来法
による発電に比べて、割高な再可エネには投資しにくい状況となっているのである。�
しかし電力事業者らは、自らが再生可能エネルギーを振興させるための再可エネ補助プ

ログラムを準備し、実行している場合が多い。その背景には、新しい技術に関する経験を
蓄積しておきたい、販売戦略上の宣伝効果を上げたいなどの事情が考えられる。�
�

電力事業者による再生可能エネルギー振興策は、補助金供与から有利な条件による電力
の買い取り、コンサルティングや情報提供などのサービス、グリーン料金による資金調達
までと広範囲にわたっている。�
�

�	／�� 年に行なわれたアンケート調査によると、回答した電力事業者 ��� 社のうち約
半分の�

社が独自の振興プログラムによって再生可能エネルギー発電施設を補助したと
している。補助対象は太陽光発電施設と太陽熱利用施設が中心で、ソーラー設備を所有し
たいとする個人や、バイオマスを利用したいとする農家、風力発電施設や水力発電施設の
運営者などに補助金が給付された。補助額には差が見られるが、たとえば建設費１万マル
ク程度の小型施設では建設費の �
％以上となる場合が多い。ただし、連邦政府が再生可能
エネルギーの利用促進刺激事業を開始してからは、これら風力や水力発電施設の運営者に
対する電力事業者からの補助は出なくなった。�
�

同アンケート調査によると、�	年の電力事業者による補助総額は約１億マルクだが、電
力事業者すべてがアンケートに回答しているわけではないので、全体の補助は �億 �$




万ないし � 億マルクの範囲ではないかと推定される。１社による年間補助額は１万から
�$

 万マルクまでと幅広い。一番補助額が多かったのはＲＷＥエネルギー社である。コ
ール前政権が ��年に利用促進刺激事業によって給付した年間補助額が１億 �

万マルク
であったから、再生可能エネルギーの奨励に電力事業者がいかに大きなイニシアティヴを
とっていたかがうかがえる。�
ただし、補助額を電力事業者の売上高に占める割合で比較すると、シュタインハイム電
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力の３％弱を筆頭に自治体の独立法人となっている都市電力事業者が上位を独占する。企
業の大手ではＲＷＥエネルギーとバーデン・ヴュルテンブルク電力が 
��％でトップとな
るが、全体では上位 �
位程度に入るに過ぎない。�
�

２� 投資ファンド、資本参加�
投資ファンド、資本参加による振興が、最近、風力発電の促進に重要な役割を果たすよ

うになってきた。��年に投資ファンドないし資本参加によって風力発電施設の建設に提供
された資本は、約 �
億マルクと推定されている。�
これらの資本が主に風力発電に流れる要因として、%�&風力発電が電力事業者による電力
の買い取りで優遇されている、%�&水力発電などより建設許認可が取得しやすい、%�&コジェ
ネレーション・システムのように燃料相場に左右されない、などが挙げられる。�
再生可能エネルギー用の投資ファンド、資本参加を取り扱っているベンチャー・キャピ

タルは、環境銀行（ '(��)*�+�）など、現在すでに数十社存在している。�
�

３� グリーン料金�
	

以上の電力事業者が加盟している電力事業者連盟（����）が ��年 �月から �月
にかけて行なったアンケート調査によると、��年 �月 �日時点でグリーン料金制度を導入
していたのは、回答した電力事業者 �社のうち ��社にとどまっていた。今後は、��社
が �


年までにグリーン料金を導入する予定と回答し、��社が導入を検討中とした。�
�

一方、グリーン料金を不適切と答えたのは６社で、その主な理由として顧客層の関心不
足を挙げている。また、��社がグリーン料金の導入には興味がないとしており、ドイツ
ではグリーン料金制度にあまり関心が持たれていない状況がうかがえる。�
�

グリーン料金を導入する方法としては、電力料金にグリーン料金を加算するケースが多
い。たとえば、電力大手ＲＷＥエネルギー社は ��年から �,�+-��.�/0)1/'という商品名
で再生可能エネルギー電力を販売している。１���の料金は �	���ペニヒで、同料金は個
人向け一般電力の �,�+-���12,�)0)1/'より１���当り５ペニヒ割高となっている。同社
によると、この差額を再生可能エネルギー発電施設の建設費や運転費に当てているという。�
�

ベルリンの電力会社 3�(�4 社も、再生可能エネルギー電力商品 .�/561 を販売してい
る。料金は ����
ペニヒ／���で、その一部をグリーン料金として再可エネ発電施設建設
の補助に使用しているが、その金額は公表されていない。グリーン料金は各電力事業者の
電力商品によって異なるが、一般には電力料金に１��� 当り５～�
 ペニヒ程度加算され
ている（「再生可能エネルギー�


」による）。�
�

その他、%�&再可エネ電力の購入者が、発電時にその電力の所有権を得たことにして、
電力購入者が電力所有者として電力の接続料を負担するという制度を導入しているケー
スもある。また、%�&顧客が再可エネ発電施設建設の一部に投資して、その一部所有権を
取得する、%�&消費者が再生可能エネルギー発電施設の建設と運転のために寄付金を提供
するなどのケースも見られる。                 資料協力："��#��
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林産系バイオマスへの認識高まる林産系バイオマスへの認識高まる林産系バイオマスへの認識高まる林産系バイオマスへの認識高まる ��������（（（（��������））））����

�

� はじめに�

欧州委員会の資金援助を受けて実施された最新の調査結果（�61�*0�1,7�#�3�1/'�)�1）

によれば、�


 年におけるＥＵ域内の林産系バイオマス（�//8��+�149）によるエネル

ギー生産量は �$�

万 )/�（石油換算トン：)/+�/:�/2���;62,���+)）と推定され、同年の域
内再生可能エネルギー生産量全体の �％と約半分を占める規模に達した。�

�

林産系バイオマスについては、流通経路の特性から、正確な実態の把握が困難とされて
いるのが実状である。しかし近年は、林産資源に富む北欧諸国の積極的な推進政策などに

より、同分野が経済に与えるインパクトの重要性が明らかになりつつある。今回の調査結

果は、林産系バイオマスの進展状況を計量的に裏付ける指標の一つとして注目される。�
�

� フランス、北欧がリード�

今回の調査結果によれば、�


年において域内で林産系バイオマスを利用した一次エネ
ルギー生産量が最も多いのはフランスで、�	
万 )/�と全体の約 �割を占める。これに続

くのがＥＵ加盟国の中で最も森林資源に恵まれているスウェーデン（	�
 万 )/�）および

フィンランド（�
 万 )/�）の北欧諸国である。特にフィンランドは、大規模な林産系バ
イオマス・エネルギー産業を有しており、同国内の一次エネルギー消費量の �割、暖房需

要の 割を林産系バイオマスで賄っている。現在同国は、さらに一次エネルギー消費量に

占める林産系バイオマスの割合を �

年までに �％に引き上げる目標を掲げ積極的な推
進策を行っている。�

�

     表１ 燐酸系バイオマス生産量―�


年（単位：百万 )/�）    �
����� � � � ���� �	���
� ���� ���� � ����� ������� ���� �

������� ���� � 
�� � � � � � ���� ���� � ���� ��� !� � ����

%出所：�61�*0�1,<�#&� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �合計  � �����
�

� 過半を占める家庭用薪炭需要�

一般的にバイオマスは、林産系、農業系、畜産系の３つに分類されるが、このうち、現
在ＥＵで利用されているエネルギー源としては林産系が大きな割合を占める。�

� 年 �

月に欧州委により公表された資料によると、���	 年の林産系バイオマスの消費量は約

�$��
万 )/�で、このうち家庭での使用が �$�
万 )/�と全体の �分の３に達している。�
�

この背景には、技術開発により農業系バイオマスの生産量が増えるという現状がある一

方で、家庭における暖房熱源用として伝統的な薪炭利用が根強く続いているという、欧州
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域内の事情がある。こうした家庭用薪炭は、取引の大部分が伝統的な商業流通の枠外で行

われるため、その生産量および取引量の正確な調査にあたっては非常な困難が伴う。こう
した理由から、これまで林産系バイオマスの重要性に対する認識は比較的低かったといえ

る。しかし最近では、北欧を中心とした林産系バイオマス分野の発展とともにその経済的

インパクトが顕著になるにつれて、同分野の評価を見直す動きが活発化している。�
�

例えばフィンランドでは、�


年における林産系バイオマス分野の売上高は �億ユー

ロ（約 �$	�
 億円：�� #＝������ 円、�

���� 現在）に基づき換算。（注 �））、同分野
の雇用者数は �万 �$


人に及び、確固たる産業上の地位を築いている。同様にフランス

では、売上高は �億ユーロ（�$
�
億円）、雇用者数は間接的なものまで含めると 万人と

推定されている。�
�

� 目標達成は困難と予測�

ＥＵは �

�年 �
月に発効した｢再生可能エネルギー推進指令｣において、再生可能エネ
ルギーの利用を推進し、�
�
年までにＥＵの全エネルギー生産量における再生可能エネル

ギーの割合を ���	 年ベースから倍増させ ��％に引き上げるという目標を設定している。

再生可能エネルギーの中でもとくにバイオマスについては最も潜在力があるとみなされて
おり、ＥＵは �
�
年までに ���	年ベースから �倍増となる �億 �$

万 )/�の生産量の

達成を目指している。�

�

こうした状況の下、今回の調査では、�
�
年における林産系エネルギー生産量を ���	

年ベースの約 ��	倍となる �$�

万 )/�と予測、ＥＵの目標値には届かないとの見方を示

している。ただし、同生産量は、今後の技術開発努力および行政支援の実施規模により大
きく変動するものとして、上方修正の可能性も示唆している。�

�

なお �61�*0�1,7�#は、再生可能エネルギーの利用促進を目的とするＥＵ域内の４組織
（注１）の連合体で、欧州委員会における再生可能エネルギー促進プログラムである

�=����#およびフランスの環境エネルギー保全庁（���>�）の支援の下、域内および

世界各国の再生可能エネルギーに関する情報を提供している。�
� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �

（注１）参加する団体は次の通り。�

・�*0�,7�#�%�))5?@@(((�/*0�1,��1�/14@&   ・�6:/1�0�%�))5?@@�6:/1�0�/14@&�
・�61�A��4�+A9�%�))5?@@(((��61�A�*�@&   �・�+�142�05�1,�1*�+8�

�

（参考）・�61/5���+,21/+'�+)�%�/��
&�%��B&�
・ ��>> ��������� �#�>� �C�� � #������ ��>>�BB����

%��>%�

�&������=&�%欧州委員会&��

���������������������������������������������������������������������������������  �情報協力："��#��
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伸び続けるオーストリアのバイオマス暖房伸び続けるオーストリアのバイオマス暖房伸び続けるオーストリアのバイオマス暖房伸び続けるオーストリアのバイオマス暖房（オーストリア）（オーストリア）（オーストリア）（オーストリア）����

�

１．急増するペレット燃焼暖房�
この数年、ペレット燃焼暖房の利用が急激に伸びている。オーストリア･エネルギー利

用機関（���：�+�142���1(�1)6+40�4�+)61）によれば、バイオマス暖房（簡単に取り付
け可能な小型の住居用）は、石油･ガス暖房とコスト的に十分競合できるレベルにある。�
�

まず、燃料費でみると（�

� 年 �
 月現在）、灯油 
�
�� ユーロ@���（以下同）、ガス

�
��に対し、木材（定形）
�
��～
�
�
、木材ペレット 
�
��、木材（不定形）
�
��と
十分に安い。設備コスト、熱効率、耐久年数といったあらゆる関連要素を加味したコスト
は設備の利用状況によって大きな相違はあるものの、石油･ガス暖房が 
��
～
��� ユーロ
@��� であるのに対し、バイオマス暖房はそれらとほぼ同等か、もしくは好条件下（燃料
が自家調達できる場合、熱効率が高い場合など）においては、木材燃料で石油･ガスの半分、
ペレット燃料で最大 �％安、という試算結果となっている。�
�

ペレット燃焼システムが国内市場に現れたのは ���� 年でまだ日が浅いが、その後の普
及は目覚しい。次の表に示したバイオマス暖房設備の新規導入数の増加分は、ほぼすべて
がペレット･システムによるものであり、�


年末時点での累積台数は �$


台を超え、
�

� 年早々には � 万台を超す勢いをみせている。なお、通常の木材を燃料とする小型設
備も、ここ数年はコンスタントに �$


台前後が新規に設置されている。�
�

表１ オーストリアにおけるバイオマス暖房設備の新規設置数�
年� ����� ����� ����� ���� ����� ����� ���	� ����� �


�

台数�
前年比�

�$���

－���
�$���

－���
�$�
�

D	�

�$����

D����

�$�	�

D���

�$���

D���

�$���

D	���

�$�	��

D	���

$	���

D��	��

�

２．バイオマス暖房に対する充実した公的支援制度�
こうしたバイオマス暖房の高い伸びは、連邦州ごとの公的援助によって強く支えられて

いる。現在、ウィーン市州を除くすべての連邦州において、バイオマス暖房促進のための
支援制度が導入されている。内容は州ごとに大きく異なるが、基本的には、他の再能エネ
利用･省エネ促進も含めた制度枠組みの中での運用となっている（ウィーン市では、ガス、
太陽熱、太陽光（発電）、および遠隔熱供給システム利用の促進が主体となっている）。�
�

ザルツブルグ州の例を挙げると、以下の �本立て構成となっている。�
①「木材ないしペレット燃焼暖房設備導（購）入」に対して � 万 �$


 シリング@基（約
��万円：�シリング＝約 	円）の補助金、�

②「遠隔熱供給システムへのアクセス不能な場合、木材・ペレット燃焼暖房設備導入を伴
う住居改築」に対し、年間 �％の利子補給を伴う最高 ��万シリングを �
年間融資、�
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③住宅新築に際して、一定の基準を満たす（断熱等の）省エネ対策を伴う暖房設備導入（た
だしバイオマスに対する補助額係数：�、太陽熱補助額係数：� �、ヒートポンプ補助額
係数：� �、に限る）に対する補助金（額は、居住面積×係数×�

シリングで算定－例
えば �

㎡の住居でバイオマス暖房を導入した場合 �万シリング－）、�

�

なお、①のタイプの、設備そのものに対する補助は 	州総てに存在するが、住宅建設費
に関連させた②のタイプの補助は、� 州に限られる。また「再生可能エネルギー利用先進
州」とも呼んでよいケルンテン、シュタイアーマルクの両州、およびチロル州では、化石
燃料暖房からバイオマス暖房への「切り換え」にも、追加的に補助金が支給される。�
�

���の最新の分析では、�

�年までにオーストリアにおけるペレット暖房設備は �	万
台にも達する可能性がある、とされている。この場合、年間のバイオマス燃料消費量は �

万トンに増え、現在、化石燃料燃焼によって発生している年間 ��
 万トンの ���を ��


万トン（約 ��％）削減させる効果が期待できる、とされている。�
�

３．国内の在来型暖房設備市場は冬の時代に突入�
オーストリア国内には、現在 �社の暖房設備メーカーが存在し、そのうち ��社が木材

燃焼設備を製造している。�
�

�

� 年には国内の暖房設備業界全体の売上げが �
E落ち込んでいたにもかかわらず、
最大手の一つである、ヴィントハーガー社（�2+8��4�1�F�+)1����2-6+4�!、ザルツブル
グ州）は、同年に �
Eもの増収を達成した。同社の �

�年の売上高は �$���万ユーロ（約
��億円）と発表されており、そのうち、国内売上げ分が約 �分の �、輸出分が約 �分の �
を占めている。ヴィントハーガー代表（マーケティング担当）は、「ペレット燃焼暖房のブ
ームをしっかり捉え、同時に石油設備プログラムを後退させたことが勝因」と語っており、
�

� 年度にも引き続き �
Eの増収を見込んでいる。過去 � 年間において、同社の売上げ
全体に占めるバイオマス暖房設備のシェアは �
Eから �
Eに急増する一方で、石油暖房設
備は �Eから �Eに激減している（ガス暖房設備は �Eのまま）。�
�

輸出分に関しては、ペレット燃焼設備の好調により、�

�年には �
Eの増収となった。
増収の要因の一つには、デンマーク、スウェーデン、ポーランド、およびブルガリアとい
った新規市場の開拓が挙げられる。同社の環境技術に対するスカンジナビア諸国の関心は
「非常に高く」（同代表）、その市場ポテンシャルは、すでに長い輸出実績のあるスイスの
「�倍はある」とされている。�
�

一方、国内の状況は遠隔熱供給システムの普及、高騰する石油価格、建設不況、および
他の再可エネ源（太陽熱、電力等）との競合などで、�

�年から �

�年にかけて暖房設
備市場は半減すると予測されている。その結果、今後数年間で現存する国内メーカー�社
は、社程度に集約･淘汰されると考えられている。ヴィントハーガー社は、ペレット燃焼
ボイラー生産への傾注とその技術の高度化に、自社の生き残りをかける戦略である。�
〔参考資料〕���「暖房設備に対する連邦州支援制度」他    � � �情報協力："��#��
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風力発電拡大のカギは負担増の相殺メカニズム風力発電拡大のカギは負担増の相殺メカニズム風力発電拡大のカギは負担増の相殺メカニズム風力発電拡大のカギは負担増の相殺メカニズム（オーストリア）（オーストリア）（オーストリア）（オーストリア）����

�

���	年にエコ電力の引取り保証価格制度が導入されて以来、オーストリアにおける風

力発電はめざましい成長を見せ、年前には 
基、出力合計 �万 ��であった設備が、

�

�年末時点では �
基、出力合計 �万 ��にまで増加してきている。設置地域は、
ニーダーエステライヒ州、ウィーン市、ブルゲンランド州のうちの風況に恵まれたドナ

ウ川沿いの低地に集中している。�

�

国内最大のウィンド･パークはブルゲンランド州ミュンヒホーフ地点である（�$


��

×基）が、今年の秋には、シュタイアーマルク州オーバーツァイリング地点（�$�
��

×�� 基）がこれにとって代わることになる。ラッハタール･スキーリゾートに程近い総
出力 �万 �$�
��のこのウィンド･パークは、標高 �$�

メートルの地点に建設され、

世界で最も高い地点の風力プロジェクトという画期的な意味をも持つことになる。�

�

オーストリアにおける風力発電のポテンシャルは、現国内発電量の �
Eをカバーする

ものがあると専門家に評価されている。しかし、風力施設の普及拡大には（他の諸国と

同様に）、通常、地域計画との整合性、景観･自然保護、隣接住民の利害、狩猟権保有者
の利害、といった一般的な阻害要因が存在している。現時点においては、一部の連邦州

におけるエコ電力引取り義務（州 �=��! 電気事業･組織法の規定による）による制限

が、市場急成長への決定的な障害となっている。具体的には、最良の風力立地条件を有
するニーダーエステライヒ州、およびブルゲンランド州において、こうした電気事業組

織法による設備容量の上限が設定されているという皮肉な現実がある。�

�

まず、ニーダーエステライヒ州においては、電力の引取り義務が生じる風力発電比率

は、�

�年時点で �Eとする上限が設けられている。これによって、同州では 
万 ��

の新設計画が存在しているにもかかわらず、実際に新設が認められるのは ��万 ��（既
存設備は �万 $


��）だけということになる。同州 �=��!では、「当該％値に関し、

州知事は、最終消費者が‘他の連邦州との比較において極端な負担増を強いられない場

合に限り’その引き上げを認めることができる」、という控えめな譲歩規定が用意されて
いるに過ぎない。�

また、ブルゲンランド州においては、同様の上限が風力発電に対して �％、その他の

再生可能エネルギー発電に対して �％（さらに州知事の特別認可枠として �％）と定めら
れている。同州では現時点で ��	基の風力発電設備の設置許可申請が提出されているに

もかかわらず、ツルンドルフ、ミュンヒホーフの両ウィンド･パークの設備で既に州内供

給電力の �％近くがカバーされており、州当局は、「認可交付はほぼ限界に達している」
との見解を表明している（結果的に、風力認可残存枠は �万 �$


��とされている）。
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�年初めに �B>�社（在ウィーン）が実施した世論調査によれば、「一戸当り年間 ���

ユーロ（約 	�
円＝連邦 �=��!で定められた �

�年時点におけるエコ電力比率目標
�Eの達成に必要なコスト）の負担増になったとしても、再生可能エネルギー利用に対す

る制限を設けるべきではない」、とする回答が ��％を占めている。すなわち、上限の設

定は、連邦 �=��!の基準のみならず、民意にも反する規定であるとみなすことができ
る。�

�

しかしながら、引取り義務の制限に対する連邦州側の言い分は、「風力のポテンシャル
が大きいので、需要家への電力料金負担も不釣合いに大きくなる危険性がある。国全体

でそうした負担増分を調整する規則がないことに問題がある」としている。実際に、ニ

ーダーエステライヒ州、ブルゲンランド州、ならびにウィーン市州議会は、連邦政府に
対し、ドイツの再生可能エネルギー法、とりわけその連邦全体における負担の相殺メカ

ニズムを雛型とする立法を要請する決議を採択している。�

�

�!� �2+8�1�:)社の試算によれば、例えばニーダーエステライヒ州の電力需要の �
％

が風力発電でカバーされた場合、同州の住民一人当たりの年間コスト負担の増加分は「グ

ラーシュ･スープ�杯とグラスビール�杯分」（注：具体的な数字が挙げられていないが、
約 	

 円相当）程度である。また、一般事業･産業用需要家における影響は、最大で収

益の 
��％減程度となるとされている。一方で、�
％の風力発電比率は、ニーダーエス

テライヒ州だけで �
億シリング（約 �

億円）の設備投資を伴い、�$


人分の雇用創
出効果があるとされる。連邦レベルの負担平準化に加えて、こうしたコスト･メリット比

較の視点も重要であろう。�

�

いずれにせよ、連邦 �=��! における �

�年で �％という再生可能エネルギー発電

枠の達成のためには、他の再生可能エネルギーの開発状況に鑑みて、そのうち少なくと

も �ポイント（半分）が、風力発電によってカバーされなければならないとみられてい
る。つまり、国内全体では総出力 �
 万 �� の風力発電設備が必要になるということで

ある。さらに、最新型の風力タービン �	
 基の新設が必要になることを意味している。

ドイツの再生可能エネルギー法を手本とする連邦レベル規定の確立如何が、この目標達
成にとって決定的に重要な意味を持っていることはいうまでもない。と同時に、� に

おける域内エコ電力比率の引き上げ（� 平均で ����年の ����％を �
�
年で ����％と

する）に向けた圧力が、効果的に働くことが期待されている。�
�

参考：季刊「�1+�6�1*�1��+�142�」�

�年 �号�

   墺紙「��1B)�+8�18」�

�年 �月分�
情報協力："��#��
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【新エネルギー】【新エネルギー】【新エネルギー】【新エネルギー】    

電力危機に各界が再可エネをめぐり活性化電力危機に各界が再可エネをめぐり活性化電力危機に各界が再可エネをめぐり活性化電力危機に各界が再可エネをめぐり活性化（ブラジル）（ブラジル）（ブラジル）（ブラジル）    
    
１．政府がキビ滓発電への融資や再可エネ関連の免税を決定�
昨年来、電力危機が深刻化するにつれて砂糖きび滓発電など代替エネルギーに対する関

心が急速に高まり、太陽熱湯沸し器の注文が増加したりしている。政府もこうした代替エ
ネルギー設備の販売には工業製品税（連邦税）の免除を決定したり、州政府に対しては州
税の商品流通サービス税を免除するよう要請したり、また砂糖きび滓発電に公的金融機関
の融資を決定するなど、振興を図っている。�
�

２．国営公社 ���#�3#�Bが再可エネを含むエネルギー総合会社化へ�
また、国営石油公社ペトロブラスの C#�#�� � #���CB� =総裁は �

�年 �月 �日、

�

 年までに最低でも毎年 �$

 万ドルずつ投資して再生可能エネルギー開発に力を入
れ、総合化を目指すとともに電力不足のような事態を回避して国家の永続的発展に貢献す
るとの方針を発表した。�

エネルギー関係筋では、外国の石油会社がすでに総合エネルギー会社を目指しているの
でそれにならったものと見ている。例えば BC�==のブラジル支社はブラジルで太陽光発
電、風力発電、バイオマス発電の開発プロジェクトを推進すると発表しており、また、
3#���BC� � ���#�=� >も �億 $


万ドルを投資して �州に太陽光発電プラントを設
置すると発表しており、こうした外資の動きが刺戟になったようである。さらに、
���#�3#�Bは �

�年末までには東北で風力による発電を商品化するとの、計画の前倒
しを明らかにしている。�

�

３．南米最大のゴミ捨て場カシアス市がようやくゴミ発電計画の軌道に����
 エネルギー危機が強まると、ブラジルでは必ず都市ゴミ発電の計画が発表される。今回、
リオデジャネイロ連邦大学から発表されたパイロット計画は、都市ゴミをリサイクルした
後、メタンガスを発生させ発電するというもの。現在、年間ゴミ排出量は �$


 万トン、
うち約 ��％がリサイクルされている。未リサイクル分も発電に利用すれば、総発電量の
�％をカバーできるという。また、開発商工省は、�

万人程度の雇用を試算している。�
�

 この計画に沿ってまずリオデジャネイロ市のゴミ収集企業 ��>= 3 社が �
>� のパ
イロット発電所を建設する。そして２

１年６月、同市を管轄している配電会社 =�!C�

社がその電力を買い取る契約を行った。�
発電所建設は、南米最大の都市ゴミ投棄所と呼ばれるリオデジャネイロ州のデュッケ・デ・
カシアス市で実施に移される。同市における都市ゴミ発電計画は ���� 年からあったが、
配電公社が �>�Cあたり �
レアルの買い上げ価格を発電側に提示し、市側が採算がとれ
ないとして実現に至らなかった。この点、今回の計画は、電力危機のタイミングにうまく
乗り、初期投資として �

万ドルを負担しても採算がとれるとみられている。同プラント
は �

�年末までに毎時 

立方メートルのメタンガスを消費し、�
>�の発電を開始す
る予定を立てている。� � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � � �  情報協力："��#��
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【エネルギー一般】【エネルギー一般】【エネルギー一般】【エネルギー一般】����

������������が露のエネ安全保障計画を評価、鍵は改革完遂が露のエネ安全保障計画を評価、鍵は改革完遂が露のエネ安全保障計画を評価、鍵は改革完遂が露のエネ安全保障計画を評価、鍵は改革完遂（ロシア）（ロシア）（ロシア）（ロシア）    
�

ロシアは経済健全化に向けてこの �年間画期的な転換を図ったが、この転換は幅広く計

画された諸改革がロシア経済全般および、特にエネルギー部門において厳しく実施された

場合に限り、持続可能（サステイナブル）なものとなるであろう。���による今回の「ロ
シアエネルギー調査 �

�」では、前回 ���年の徹底調査のときとはかなり異なったロシ

ア像が示されている。�

�

モスクワで行われたこの調査報告書の発刊セレモニーで、���の #/*�1)��1288��事務局

長は、「ロシアがエネルギー部門の改革に向けて意欲的な目標を設定したことは、称賛に値

する。ロシアの強力な経済成長の足を引っ張ることのないよう、エネルギー部門を改革す
ることは重要である。」と語った。また同氏はロシアのエネルギー新戦略に示されている「経

済の高度成長期におけるエネルギーの安定供給を保障するためには、価格改革とエネルギ

ー効率化は最優先課題である」との見解に賛意を表している。�
�

１．エネルギー部門の改革と全般的な経済改革�

���年から �


年にかけて、ロシアはエネルギー部門の改革において重要な前進を遂
げたが、���年に設定された目標は、主として経済全般の不調のため達成されなかった。

�1288�� 氏は「改革は、ロシアのエネルギー部門が国内需要の伸びに対応するためにも、

また有利な輸出の機会を逃さないためにも、不可欠なものである。」と強調した。�
�

���の調査は、ロシアの石油、ガス、石炭、原子力、電気の各部門に影響を及ぼす諸問

題について述べている。施設設備に対するこれまでの不適切な投資や保守管理のために、
急成長する経済の需要に応ずるうえで、エネルギー部門の課題が増加する結果となった。�

���によるロシアエネルギー政策の徹底調査は、最近発表された「����によるロシア

連邦の経済調査」の概略的な結論を補強するものとなった。���の調査は、ロシアがエネ
ルギー資源という豊富な天与の資源から得られる経済的利益を、確実に最大化するのに必

要な対策を明示している。�

�

�
�
年までにエネルギーインフラに投資する金額を$

億ドルから�$


億ドルに上

げるために、この調査では、ロシアはより一層安定した投資競争の環境づくりをしなけれ

ばならないと提言している。そのためには、エネルギーの価格改革を実行し、企業の透明
性とエネルギー効率を画期的に改善し、同時に、増加するエネルギー需給に伴う環境悪化

への安全対策を確実にとらなければならない。�

�

２．エネルギー供給の安全保障�
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�1288��氏は、�

�年 �月にロシア政府によって承認された電気部門の再建計画を称賛

したが、また「計画を効果的に成功に導くには、政府レベルと地方レベルで強固な独立し
た規制機関が必要となろう。」と語った。この機関による、高電圧・低電圧送電網への無弁

別アクセスの保障、総費用に基づく透明な関税率の設定、および新規市場参入者に対する

明確な承認規定の呈示によって、電気・熱産業界に対し平等な条件下での競争市場が保障
されることになる。計画全体の成功にとって、また構造改革を終えた電力・熱企業にとっ

て重要なことは、継続して発生する多額の支払いを含め、あらゆる経費を遅滞なく支払え

るようにするため、彼らが計画した電気料金の値上げを効果的に実施することである。�
�

天然ガスへの過大な依存を軽減するため、発電における天然ガスの割合を減らすという

ロシアの「エネルギー新戦略」の主張に対し、��� の調査は懸念を呈している。�1288��
氏は、「世界の天然ガス埋蔵量の約 �@�を所有しているロシアは、『ガス不足』とは言えな

い。」と述べ、中央アジアやカスピ海周辺の諸国から、既存のパイプラインネットワークを

通して、商業的に魅力のある条件でガスを輸入する可能性を指摘した。確認されたガス資
源は今後数十年間十分に賄えるが、将来の供給のための投資は、供給が必要と予測される

時期よりも充分以前に行われなければならない。���は、「���
年代後半の価格および税

制改革に失敗がない限り、安全供給は主要な問題にはならない。」と確信している。�
�

石炭および原子力による発電を増加させるというロシアの計画に関して、�1288��氏は、

天然ガスに代わるこれら燃料の経済競争力に疑問を呈した。また、石炭利用の増加に関わ
る環境問題に関しても指摘した。さらに同氏は、今後の原子力発電量の増加を見通して、

ロシアの原子力安全性に関する規制機関の権限強化および人材の増強と同様、「文化とし

ての安全意識（0�:�)9�A6�)61�）」の強化の必要性を強調した。また、価格が上昇すればエ
ネルギー効率化を求めるため需要は減少すると思われる。そのため同氏は、新規に見込ま

れているような原子力および石炭発電容量に対して必要性が認められるかどうかに疑問を

もっており、同様にこの �分野に必要な投資を集めることができるかどうかにも疑問をも
っている。�

�

３．エネルギー効率と環境�
合理的かつ効率的なエネルギー利用の刺激策として、このエネルギー戦略がエネルギー

の価格構造の改革に重点を置いていることを、���は全面的に支持している。この考え方

は環境に対しても同様に好影響を及ぼすであろう。ロシアの排出量に関わるエネルギーの
消費は ���
年代を通じて減少したが、!��ほどの速度ではなかった。より強い経済成長

が予測される今、もしロシアが、過重な資源利用によって生ずる環境破壊を抑制しようと

すれば、環境へのより多くの投資が不可欠となるであろう。�1288�� 氏は、歳入とエネル
ギー高効率化向け投資を拡大する可能な方法として、京都議定書における排出権取引と共

同実施の利用を指摘した。�
（出典：�))5?@@(((�2���/14@+�(@1����0�0@�

�@16002���)'）�
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【環【環【環【環    境】境】境】境】����

カナダ政府が２４メガトンの排ガス削減計画カナダ政府が２４メガトンの排ガス削減計画カナダ政府が２４メガトンの排ガス削減計画カナダ政府が２４メガトンの排ガス削減計画（カナダ）（カナダ）（カナダ）（カナダ）����

�

�

�年 ��月 ��日、連邦政府（天然資源省、環境省）は、�
�
年までに ����メガト

ンの地球温暖化ガス排出削減を目標とする政府支援プログラムを発表した

(http://www.climatechange.gc.ca/english/action_plan/na_intro.shtml)。このプログラ

ムは、%�&運輸交通、%�&エネルギー関連技術、%�&産業、%�&建築物、%&農業、%�&国際関係、

%�&その他、の７分野である。�

�

各々のプログラムの内容は次のとおり。�

%�&�運輸交通：①将来的燃料、②輸送効率・技術開発促進イニシアティブ、�

����エネルギー関連技術：①気候変動対策技術・イノベーション・プログラム、②技術

早期実施措置%����の一環&、③二酸化炭素捕獲貯蔵イニシアティブ、�

����産業：①産業用建築物インセンティブ・プログラム、②再生可能エネルギー措置イ

ニシアティブ、③産業向けエネルギー計量システム、④エネルギー保全のためのカ

ナダ産業拡大プログラム、⑤排出指標スタディー、⑥排出傾向およびエネルギー効

率化分析調査改良、⑦産業用エネルギーイノベーター・イニシアティブ、⑧エネル

ギー支援のための効率監査、⑨建築物認識、�

����建築物：①商業・産業用建築物改造、②エネルギー効率化ハウジング・イニシアテ

ィブ、③アクションプログラム実施加速化スタンダード、�

����農業：①モデル農業調査、②防風林向上プログラム、�

����国際関係：①カナダ国際技術イニシアティブ、②クリーン開発メカニズム、③国際

政策および関連活動（����の一環）、�

�	��その他：①教育および施設訪問プログラム、②気候科学、③州間障害削減関連プロ

グラム、④将来的建築物である。�

�

これらプログラム実施のため、� 億 �$

 万カナダ㌦の支出が認められ、この予算は、

�


年連邦予算および �


年 �
月に発表された気候変動対策アクションプランにおけ

る気候変動対策予算総額 ��億カナダ㌦から拠出・運用されるものである。�

今回、この連邦政府方針が発表され、即、具体的な支援対象となる研究開発プロジェク

トが発表されていることは、カナダ連邦が地球温暖化対策に取り組む熱意の証明と言えよ

う。�

情報協力："��#��

�

�

�
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【環【環【環【環    境】境】境】境】    

政府の排ガス対策支援、民間のエンジン開発にマト政府の排ガス対策支援、民間のエンジン開発にマト政府の排ガス対策支援、民間のエンジン開発にマト政府の排ガス対策支援、民間のエンジン開発にマト（カナダ）（カナダ）（カナダ）（カナダ）����

�

�

�年 �月 �
日付けのカナダ連邦政府（連邦産業省、天然資源省、環境省）の共同プ

レスリリースによると、カナダ政府は、“温暖化ガス排出削減のための政府支援プロジェク
ト”を、民間企業による低排出エンジン生産の #G� に適用すると発表した。今後の企業

による開発の進展が期待される。�

 

支援対象エンジン第１号となったのは、オンタリオ州グエルフ市に本拠を置くライナマ

ーコーポレーション（=2+�'�1 �/15/1�)2/+ (((��2+�'�1�A/'）の子会社ライナマー

エ ン ジ ン 社 （ ==�  >�+6:�A)612+4  �+A�  オ ン タ リ オ 州 グ エ ル フ 市 

(((��2+�'�1�+42+�0�A/'）で、年間 �$


 トンのハイドロ・カーボン削減を可能とする

ものである。�

�

ライナマーコーポレーションは、カナダをはじめ米国、メキシコ、ハンガリーの �カ国

に �� 生産拠点を置き、従業員 	$�

 名を擁する自動車用精密機械生産開発企業である。

また、「カナダビジネスエクセレンス賞」などのビジネスアワードを受賞した経歴を持つ。 

今回、連邦政府支援の対象となっているのは、同社の子会社ライナマーエンジン社（以下

==�社）である。==�社は、�～��馬力の小型運搬機械用空冷ガソリンエンジンの生産

を行っている。支援対象となった ==� 社の研究開発は、クリーナー稼動用小型エンジン

（出力 ～��馬力）で、トラクター、ポータブル溶接機、ポータブル発動機、#�用発動

機、ゴミ小型化圧力機械、ゴルフカートなど、広い用途での活用が想定されている。�

�

連邦政府の発表では、同エンジンの開発とその普及により「ハイドロ・カーボン、窒素

酸化物 �$


トン、二酸化炭素 ��万 	$


トンの削減が期待される」としている。この

プロジェクトに対する連邦政府の具体的な支援内容は、「テクノロジーパートナーシップ

カナダ」および「対気候変動アクションファンド ��2'�)� ���+4� �A)2/+ �6+8」

の両支援プログラムから ��
万カナダ㌦の投資となっている。�

�

これに先立つ �

�年 ��月 ��日付けの連邦産業省プレスリリースによると、オンタリ

オ州キチナー市に本拠を置く !�� コントロール・システム社（!�� �/+)1/� B90)�'0 

�+A� (((�4:2090)�'0�A/'）が開発した燃料供給コントロール技術に基づく「連続性マル

チポイント燃料インジェクション・エンジン（B>��）」の研究開発も、政府支援プログラ

ムによる投資対象となっている。同社が研究開発している B>��エンジンは、自動車、大

型ディーゼル・トラック、バスなどへ供給するもので、温暖化ガス排出削減に大いに貢献

するものと高い期待が寄せられている。同プロジェクトへの政府支援は上述の「テクノロ
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ジーパートナーシップカナダ」および「対気候変動アクションファンド ��2'�)� 

���+4� �A)2/+ �6+8」の両支援プログラムから �
万カナダ㌦を投資するとのことで

ある。�

�

注）テクノロジー・パートナーシップ・カナダ（� ��A�+/�/49���1)+�10�25���+�8�����）：�

����年設立。持続可能な経済発展を目的に、新規雇用の創出および経済活性化に貢献する

ことが見込まれる技術開発を資金サポートする連邦政府による投資基金。�

�

対気候変動アクションファンド（��2'�)�����+4���A)2/+��6+8� � ����）：�

���	年設立。地球温暖化ガス排出削減または気候変動に対する理解を深めることを目的と

するための連邦政府による投資基金。���	 年設立時には当初 � 億 $


 万カナダ㌦の予

算が査定され、�ヵ年の実施と予定されていた。�


年度の連邦予算ではさらに �ヵ年の

延長継続が決定。継続延長分の基金は総額 �億 $


万カナダ㌦（一ヵ年当たり $


万

カナダ㌦）。�
情報協力："��#��

    
                                                                                                                                                                        
    
【科学技術政策】【科学技術政策】【科学技術政策】【科学技術政策】    

�	�	�	�	2003200320032003 大統領予算要求の国家ナノテクノロジー投資（抜粋）大統領予算要求の国家ナノテクノロジー投資（抜粋）大統領予算要求の国家ナノテクノロジー投資（抜粋）大統領予算要求の国家ナノテクノロジー投資（抜粋）    
(米国、2002/03/26) 

�
>����#/A/$�全米科学財団�
議長、ナノスケール科学、工学、技術(NSET)に関する国家科学技術評議会小委員会、 
(*) 2002 年 2 月 13 日の AAAS/ASME のブリーフィング、Washington D.C.で報告 
�
イントロダクションイントロダクションイントロダクションイントロダクション����
ナノスケール科学、工学、技術の新たに出現した分野は、基本的に新しい特性と機能を

備えた大きな構造を作るための分子のレベルすなわち原子ごとに取り組むという能力によ
り、先例がない理解へまた基礎的な構築ブロックや自然なもの及び人工のものすべての特
性に対しての制御へと向かう。�H� �

�の �
の連邦省と独立機関のナノスケール科学、
工学、技術%ナノテクノロジー&研究開発%#G�&の予算要求がテーブル�に要約されている。�
�
この投資は国家ナノテクノロジー戦略%���&%�))5?@@+�+/�4/,&として知られている。それ

は斬新な現象、プロセスおよびツールの発見を目指した長期間の基礎研究を強調しているI�
���のグランド挑戦への取り組みI�共同利用者施設を含む新しい学際的な拠点的センター
とネットワークの支援I�研究インフラ支援I�またナノサイエンスとナノテクノロジー進歩
の社会的関係についての準備的な研究と教育活動である。資金は他のプログラムおよび
���内での競争的な方式で提供される。�
�
ナノスケール科学、工学、技術への連邦投資に対する �H��

�年大統領の約 �億 �



万ドル%�

�年 �月 �日に発表した �億 ��

万ドルと ��B�と  B��の連携プログラ
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ムの ��

 万ドルが加わる&の予算要求がテーブル � に示されている、�H� �

� に対して
��Eの増加である。�
�
議会によって充当された �H� �

�ナノスケール研究開発予算はおよそ �億 �

万ドル
である、�

�年 �月 �日発表の 億 ��

万ドルに ��B�と B��の提携プログラムの
�

 万ドルが加わっている。すべての連邦省庁と機関で計画されている集中するべき �
つの新しい研究開発領域は?�ナノスケール製造工程と、化学、生物学、放射性、爆発性の
検知と防護に対するナノテクノロジの利用、そしてナノスケールの計測と計測学の開発で
ある。�
�
国防総省国防総省国防総省国防総省%���&%���&%���&%���&����
�H��

�の要求は�億�

万ドル、�H��

�より��

万ドル増である。過去%�H��

�&、

現在%�H��

�年現在計画&、および要求%�H��

�&のナノサイエンスとナノテクノロジーに
対する ���支援は、テーブル �に描かれている。�
�
��� の主要な ��� の参加者%例えば予算ライン&は、��#G�%#&、��#��、空軍、陸
軍および海軍である。���は基礎科学%つまり �������資金の提供カテゴリー&に基づいた
戦略であるが、主要な ��� ゴールのうちの � つは科学発見を新技術へ移行させることで
ある。�
�
���は BG�投資を基礎研究%���&、応用研究%���&および探究開発%���&へと組上げるI�後
者の �点は革新的な技術へ科学的発見を移行させることに焦点をあわせる。>�����C、
B3�#および B��#プログラムはまた移行努力に利用可能である。�H� �

�に開始して、
��� はテーブル � のラベル「���@���」の下でこれらの応用プログラムへの移行を追跡し
促進する。�
�
�H� �

� の大学研究の戦略プログラムはナノテクノロジー%� #���&競争と伝統的な

> #�競争下の他の つのナノサイエンス・プロジェクトに関する大学の国防研究戦略の
一部として ��の> #�ナノサイエンス・プロジェクトを追加したI� > #�プロジェクト
は �H��

�に含まれる 年のコミットメントを伴う。�
�
��#��は、�H��

�その投資ポートフォリオのナノサイエンス@ナノテクノロジーの重

要な増強を計画する。生物学と量子情報科学技術のナノ構造の新しいプログラムが開始さ
れた。分子エレクトロニクス事業は ���から ���へ移行する。大規模領域印刷プログラム%ほ
ぼプロジェクトの半分がナノスケールを取り組む&は終わる。�
�
空軍はナノサイエンスへのその投資を増やすことを考えている。その基礎研究活動がナ

ノコンポジット%ポリマー無機ナノコンポジットハイブリッド&研究を拡大することが予想
されるI���光電子回路を実現するセルフアセンブリーとナノスケール加工I�非常に効率的
な宇宙太陽電池I�ナノエナジェティクス、ナノ構造化システムでの反応とエネルギー放出
を制御する要因の理解I�非常に選択的なセンサと触媒のナノ構造I�ナノエレクトロニクス、
ナノ磁気工学およびナノフォトニクスと同様にI�ナノ構造化コーティング、セラミックス
および金属である。�
�
陸軍は大学提携研究センター% �#�&のために基礎研究資金 �


 万ドルを割り付ける
－兵士ナノテクノロジー研究所。この中核的研究機関の目的は兵士のための公開のナノス
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ケール科学と技術ソリューションを開発することである。単一の大学がこのセンターを主
催する。それは兵士防護と生存能力適性への進化に向けた革命的な材料研究をすることを
強調する。�
�
�H� �

�からのコア資金の �


万ドルを再プログラムして、海軍研究研究所は学際的

な思考と重要なインフラを向上させるためにナノサイエンス研究所を始動した。基礎研究
資金要求の �H�

�の���勧告は恒久的に���基礎研究投資へその �


万ドルを割り
当てることを求める?� #���


万ドル、陸軍 �


万ドル、空軍 

万ドルおよび海軍 


万ドル。この増加は BG�予算の増加を国防省予算の �Eへと勧告した �年ごとの国防レビ
ューと一致している。�
�
ナノサイエンスは化学@生物学@放射性@爆発物%�3#�&エージェント、エージェントからの
防護を可能にするナノ構造、およびエージェントを中和するナノ構造の安価で統合されか
つ小型化されたセンサーアレイへの大きな見込みを示す。最近のテロリスト事件は �3#�
に対する国家安全体勢を前進させるように革新的技術の加速的導入を動機づける。���
はこの多省庁事業に主要な役割を果たす。�
�
��� 電子機器顧問団%�!��&はナノエレクトロニクスに関し特別技術領域レビュー

%B��#&を行う。そのレビューの主要な目的は「ナノエレクトロニクス、オプトエレクトロ
ニクスおよび磁気学」の基礎科学への投資そして情報技術装置開発を加速するのに必要な
���@��� の資金供与へのガイダンスである。��� ナノテクノロジー予算とプログラムは
�))5?@@+�+/�4/,または �))5?@@(((�+�+/01��+1��+�,9�'2�で公表されている。�
�
エネルギー省エネルギー省エネルギー省エネルギー省%���&%���&%���&%���&����
�H� �

�では、要求の合計は ��
万ドルの国防プログラムの資金調達を含む �億 ���

万ドルである、これは �H��

�に対して �	�
万ドルの増加である。ナノスケールで材料
特性を理解する基礎的研究が � つの分野で増加する?�ナノスケールでの材料の合成と加工、
凝縮物質物理、そして触媒作用である。�
�
さらに �H��

�要求はセンターのための �

万ドルを含んでいる。これらのセンター

は、ローレンス・バークレイ国立研究所の分子鋳造所%�/6+819&、オークリッジ国立研究
所のナノフェーズ物質科学%��>B&センターとサンディア国立研究所とロスアラモス国立
研究所の統合ナノテクノロジー%����&センターである。建設はナノスケール科学研究セン
ター%�B#�&の一箇所から始まる。また他の二箇所はエンジニアリングと設計を継続する。�
�
�B#�は、合成、ナノスケールの材料の加工、組立ておよび分析のためのユーザ施設で

ある。�B#�は、国家ナノテクノロジー戦略への ���貢献の一部として、ナノスケール
科学、工学および技術の�B��の省庁間作業グループを背景に考えられた。それらは簡素
な研究所建物の通常の建設であり、既存の 3�B シンクロトロンあるいは中性子散乱施設
の隣か近くの場所に通常置かれる。�
�
研究活動はさらに、計算ナノスケール科学、工学ならびに技術の分野で先端科学計算

%�B�#&オフィスによる �H��

�に提案された新しい研究からの利益を得る。�B�#はナ
ノスケール科学のための特殊な計算ツールを開発する。�
�
�H�

�の���資金調達の推定は国防プログラムオフィス%��B�&への��
万ドルを含
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んでいる、�H�

�に対して �
万ドルの増加である。合計はこの分野のサンディア、ロス
アラモスおよびリバモア国立研究所で支援された研究の一部分の推定値である。�
�
航空宇宙局航空宇宙局航空宇宙局航空宇宙局%��B�&%��B�&%��B�&%��B�&����
�H�

� 要求はおよそ �

 万ドルである。基礎的なナノサイエンスとナノテクノロジ

ー研究%予算の細目として残る&の両方への ��

 万ドルに加えて、��B� はナノテクノロ
ジー科学と応用の領域でほぼさらに ��

万ドルを投資することを計画している。�
�
これらの投資はいくつかのプログラムエリアおよび生物学・物理学的研究オフィスと航

空宇宙技術オフィス%���&内に組込まれる。基礎的な ��B�ナノサイエンス・プログラム
はバイオ分子システム研究%��B�@���の連携戦略&を含む。また第 �は生物工学と構造生
物学である。���プログラムは、�つの分野のナノテクノロジー開発を統合する?�%�&�材料
と構造、%�&ナノエレクトロニクスとコンピューティングおよび%�&センサと宇宙船コンポー
ネントである。�
�
��B� の主要な焦点はナノテクノロジーと生物工学および情報技術の間の収束ゾーン

を進展させ開発することである。他の連邦機関からの技術導入の重要性を認識するので、
提携は特に��B�にとって重要である。ナノテクノロジーは揺籃期であるので、他の連邦
機関%特に �B�、���、��C および ���&によって行なわれた ��B� に役立つ基礎研究
知識の広い領域がある。�
�
��B�は主として ��B�固有のニーズに集中するI�例は、低消費電力装置、厳しい宇宙
環境での例外的な自律性を持って使える高強度材料である。%分子署名の識別と検知による  
非侵襲性の人間健康管理共同プログラムは、現在この領域への共通の関心に基づいて���
で開発されている。&�
�
��B�は �H�

�に �つの大学の研究、工学および技術研究所%#���&に競争的に資金提

供することにより、��B�ナノテクノロジー・プログラムへの大学の参加を著しく増加さ
せる。��B�は �つの領域の各々に �つの #���を選択することを計画している?�%�&航空
宇宙材料、%�&エレクトロニクスおよびコンピューティング%�&バイオナノテクノロジー融合
である。各授与は 年間およそ年 �

万ドルで、さらに 年まで延長するオプションがあ
る。�
�
��B�の海外活動の相互作用は国際的な宇宙ミッシヨンに典型がある、それは協力する

国の宇宙機関の間で取り決められる、そして資金交換なしで実施される。ナノテクノロジ
ーの分野へそのような宇宙ミッシヨン提携を拡張することは機関の考えである。�
�
国立衛生研究所国立衛生研究所国立衛生研究所国立衛生研究所%��C&%��C&%��C&%��C&����
�H��

�の要求は ���
万ドル、�H��

�の ��
万ドル増である。��Cは既存のまた更

新されたプログラムの下にナノサイエンスとナノテクノロジー・グラント申請を受付ける。
これらのプログラムは 科学的レビューは大部分を ��C センターによって進められる研
究者評価と共に研究所とセンターによって個々に管理される。�
�
全面的なナノテクノロジー・プログラム調整は ��C生体工学コンソーシアム%3����&
による。��C ナノサイエンス・プログラムの通知は (((�+�+/�4/,@+2�+�+/�8/A と
�))5?@@41�+)0�+2��4/,@41�+)0@*�A/+@*�A/+J:6+82+4��)'から可能である。�
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�
「生体工学ナノテクノロジー戦略」とタイトルがつけられた ��C のナノテクノロジー

特有の B3�#プログラムは �

�年に再発行されて改訂される。申請締め切りは毎年 �月
�日、	月 �日および ��月 �日である。�
�
単一分子検知と操作%#
�グラントに対する ���
��
��、B3�#および B��#グラントに

対する ���
��

&についてのペアプログラム通知は �H�

�も継続する。これらのプログ
ラムは、生細胞の単一分子の実時間測定と副次的な化学と計測の開発を含み、細胞の機能
を理解する生物過程に関する基本的に新しい情報を提供する単一分子の検知と操作の基礎
研究で研究者創意の提案を求める。国立医科学研究所によって取りまとめられ国立聴覚障
害研究所および国立ヒトゲノム研究所もまた参加する。�
�
������B�共同プログラム「バイオ分子センサ開発への基礎技術」は継続する。国立癌
研究所と ��B�の間のこの協力的な省庁間プログラムの目的は、分子のプロセスを測定、
分析、操作するために生体で機能できるバイオ分子センサの技術プラットフォームを使用
し、最小侵襲検知、分析および疾病と傷の管理を可能にする技術と情報科学ツールの開発
を進めることである。�
�
広範囲のナノテクノロジー研究を行なうために科学者とエンジニアの養成は不可欠で

ある。�
��C は 3���� による勧誘プログラム「メントール定量研究経歴形成アワード」を再
提出している、バイオ医学的%基礎的か臨床的&または行動的研究に集中すると約束をした、
定量科学的および工学的背景を持った研究者の経歴形成を支援する。授与は指導研究と経
歴移行をする研究者を支援するための研究を支援する。�B�、���および ��B�の �つ
の機関が 3����ナノテクノロジー活動に参加する。�
�
��� はナノテクノロジーがどのように癌細胞の検知に使用できるか研究するために

��B�の �'�0研究所でのコントラクト資金を持っている。���と��B�はさらに ���
と ��B�の科学者、技術者およびエンジニアを集めるウェブ・ベースの生物工学フォーラ
ムを主催する。�
�
��Cは �H��

�にいくつかの研究領域を発展させる?�ナノ材料、ナノイメージング、細

胞生物学、分子と細胞の検出@信号伝送およびナノモータである。�
�
国立標準技術研究所国立標準技術研究所国立標準技術研究所国立標準技術研究所%��B�&%��B�&%��B�&%��B�&����
�H��

�の要求は ��	
万ドル、�H��

�に対して ��
万ドルの増加である。次の分野
のプロジェクトに資金提供される?�分子エレクトロニクスI�量子コンピューティングI�ナ
ノ磁気工学I�ナノ摩擦学I�そして自律原子アセンブリーである。�
�
割り当てられた資金合計のおよそ半分はこれらの分野の現在の研究を増加させるため

に使用され、また半分は外部パートナーとの既存事業の梃子入れに使われる。資金は、ナ
ノ磁気工学、ナノ物性および新しい情報技術のためのインフラ的な測定、標準およびデー
タを可能にするために ��B�の研究所を横断する競争プロセスを使って分配される。�
�
集中させる分野は次のとおりである?�%�&�半導体、通信および医療産業のナノテクノロジ

ーの現在と近未来応用のための測定と標準に対するナノ磁気工学研究I� %*&�ナノスケール
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のビジュアル化と物性記述のための標準とツールを作るナノ物性研究%それは米国産業の
広い基盤からの高い需要がある&I� � %A&�研究は約 �
 年間で半導体エレクトロニクス技術を
置き換えるために必要な情報技術ハードウェアの未来世代に必要とされる基本的測定を提
供するために行なわれる。�
�
内部努力に梃子入れするために、��B� はナノテクノロジーの先導的専門的知識を所有
する大学、ビジネス界および他の政府系機関とのより強い戦略的同盟と提携を発展させる。
��B� はこの戦略の目標を達成するのに必要な特定の研究の多くを進めるためのこれらの
外部機関に対して新しいナノテクノロジー資金提供の半分を向けることを計画する。そし
て高価で複雑な組織内で一度だけ使用されるような機能の開発を避ける。��B� は産業界
と広い範囲の協力を持っている。�
�
全米科学財団全米科学財団全米科学財団全米科学財団%�B�&%�B�&%�B�&%�B�&����
�H�

�要求は約 �億 ��

万ドル、�H�

�に対して ��

万ドルの増加である。�H�

�

�%実際&、�H�

�%現在の計画&および理事会毎の �H�

�%�C要求&がテーブル �に示
されている。ナノスケール科学技術%�B�&グループが ���活動を調整する。�
�
各理事会は�B�グループに �人の代表を持っている。グループの議長は�B��の �B�
代表である。�H�

�プログラム懇請は �つの研究支援モードで �))5?@@(((�+0:�4/,@+�+/ 
%�B��
����&で見つけることが可能である?�ナノスケールの学際的な研究チームとナノス
ケール探究の研究である。�
�
この投資は重要な分野を開発強化しかつこれらの新しい可能性によって提起される機

会を開発するために必要とされる科学技術インフラストラクチュアと労働力を確立するた
めに拡大する。支援は学際的な研究と教育チーム、全国科学技術センター、探究研究と教
育計画および教育と養成に集中させる。�
�
その投資はおよそ � のナノテクノロジー研究と教育センターを含み優先領域の広範囲

の研究と教育の活動を拡大する。それはエレクトロニクス、生物学、オプトエレクトロニ
クス、先端材料および工学に集中する。�
�
長期的な計画目標は ��� グランド挑戦の基礎的研究に対する基盤を築くことを含んで
いるI�米国の研究機関の全範囲のナノ施設の利用を保証するI�米国のカレッジと大学でナ
ノテクノロジー教育に対する学生のアクセスを可能にするI�また三次元のナノ構造に依存
する新しい商用市場の生成への触媒作用をすることである。�
�
これは健康、進化した農業、材料とエネルギーの保存および環境の維持能力における改

良に寄与するまったく新しい技術の開発に帰着するに違いない。この投資は重要な分野を
開発強化しかつこれらの新しい可能性によって提起される機会を開発するために必要とさ
れる科学技術インフラと労働力を確立するために �H�

�に拡大する。単一研究者研究に
加えて、支援は学際的な研究と教育チーム、全国科学技術センター、探究研究と教育プロ
ジェクト、および教育と養成に集中する。�
�
長期的な計画目標はナノスケール製造への斬新な原理、現象の理解と適用のための基礎

研究の基盤構築と他の ��� グランド挑戦を含んでいるI�米国の研究機関の全範囲のナノ
施設へのアクセスの保証をするI�米国のカレッジと大学のナノテクノロジー教育への学生
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へのアクセスを可能にすることI�また三次元ナノ構造に依存する新しい商用市場の生成に
触媒作用を及ぼすことである。これらのゴールは健康増進、先端農業、材料とエネルギー
の保存、と環境を保持における改良に寄与する革命的な技術の開発を可能にする。�
�
�B�の �H� �

�のナノスケール科学技術投資計画は つのプログラム化集中分野を持
つ?�
・基礎的研究と教育 �H�

� 要求は基礎的研究と教育のための � 億 �
�� 万ドルを含

んでいる。特に強調する分野は?�
－ナノスケール生物システム、およそ �
�
万ドル�
－ナノスケール構造、斬新な現象および量子制御、およそ �
万ドル�
－素子とシステムアーキテクチャー、およそ ��	
万ドル。�
－環境でのナノスケール・プロセス�およそ ��
万ドル�
－ナノスケールの多重スケール、多重現象理論、モデリングおよびシミュレーション�
－ナノスケールの製造工程、およそ 	��万ドル�

・グランド挑戦、およそ �
�
万ドル�
・中核的センターとネットワーク、およそ �	��万ドル�
・研究インフラ、およそ ���
万ドル�
・科学、技術進化の社会・教育の意味合い、およそ ��	万ドル�
�
他の機関@民間部門との提携の例は次のものを含んでいる?� ��#�� との量子コンピュー

ティングI����との>#B��材料センターI�B#�と �#�I�!��=�賞%民間部門との提携&I�
���との２つの新しい �B��センターの共同投資である。�
�
全省庁のサマリー全省庁のサマリー全省庁のサマリー全省庁のサマリー����
－�H��

�の優先事項－�
予算は �億 �
�
万ドルを多省庁国家ナノテクノロジー戦略に提供する、�H��

�の計

画投資に対して �	Eの増加である。原子・分子レベルの物質操作についての長期的な研究
へ戦略は集中し、我々に分子とおなじほどの装置やヒトの細胞ほど小さなマシンの新しい
クラスの先端製品のための構築ブロックを作成する先例がない能力を与えることである。�
�
この研究は情報技術のためのエレクトロニクスの継続的な改善に導くI�生産、防衛、輸
送、宇宙および環境応用のより高性能でより低メンテナンス材料I�また医学、健康管理お
よび農業への加速された生体機構の応用。�

�年には戦略は活動を行う研究者、中核的研
究センターとネットワークそしてインフラへの投資を通して基礎ナノスケール研究に集中
する。�
�
資金調達での優先順位は次のものに与えられる?� %�&最も効率的な生産領域としてナノス
ケールを可能にする研究I� %�&生物学、化学薬品、放射性、爆発物の検知と防護に対する革
新的なナノテクノロジー・ソリューションI�%�&計測と標準の開発I�%�&�将来の産業の新しい
世代や労働者の教育とトレーニングI� %&ナノテクノロジー革命への産業参加を強める協力
関係。情報技術、最新の生物学および社会科学を備えたナノテクノロジーの収束は、経済
のほとんどすべての領域での発見と革新に元気を回復させる。�
�
テーブル �にリストされた �H�

�予算要求を持った 	つの省庁を横断する主要な協力
的 ���活動の例は、テーブル �に示される。��Bは、すべてのトピックスの国際的な面
に寄与する。���、���1��0および ���も又かれらの関心分野に参加する。�
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－－－－協力的活動－－－－����
�B�� ナノスケール科学、工学、技術に関する小委員会%�B��&は、様々なトピックス

と提携形態で個々の省庁間の相乗作用を作成する連帯活動を調整する。�
その調整は以下のことをする?�最も有望な研究方向の識別、ナノサイエンスと工学分野

の進歩に重大な研究の相補的@相乗効果的分野への資金調達、平衡のとれたインフラストラ
クチュアの発展%プログラム、新しい特殊なツールの開発、計測、シミュレーション・イン
フラストラクチュア、ナノスケール標準のポートフォリオ&、中核的研究センターとネット
ワークへの活動への相互に関連した資金提供、高コスト研究開発活動のコスト分担、ナノ
テクノロジーに必要な多くの面の訓練された広い労働力の発展、環境上で製造するナノ構
造化材料の影響と、ナノ装置の健康への影響のような社会の多様で複雑な関係に関する研
究、また事業の不必要な複製を避ける。調整はさらに ���管理の問題も扱う。�
�
（出典：�))5?@@(((�+0:�4/,@�/'�@A100514'@+�+/@�

�*684�)��)'��）�

�
テーブルテーブルテーブルテーブル 1.1.1.1.    
NNI(NNI(NNI(NNI(全予算全予算全予算全予算 100100100100 万ドル単位万ドル単位万ドル単位万ドル単位))))のののの FY2001(FY2001(FY2001(FY2001(充当分と実行分充当分と実行分充当分と実行分充当分と実行分))))、、、、FY2002FY2002FY2002FY2002 年年年年((((充当分充当分充当分充当分))))およびおよびおよびおよび FY2003FY2003FY2003FY2003
年年年年((((議会要求議会要求議会要求議会要求) ) ) )     
注:「合計」は 2/4/02 報告にナノテクノロジー提携プログラム資金を含んでいる。�

�
� �H��

��
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�H��

��
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��
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【産業技術】【産業技術】【産業技術】【産業技術】ライフサイエンス 

�
�
�
�
はははは 3900390039003900 万ユーロを３つのゲノムプロジェクトに投入万ユーロを３つのゲノムプロジェクトに投入万ユーロを３つのゲノムプロジェクトに投入万ユーロを３つのゲノムプロジェクトに投入    
（��、2002/03/19） 

�
ゲノム研究－遺伝子研究とその機能－の促進をさらに進めるため、欧州委員会は �つの

大規模な研究プロジェクトに ��

万ユーロを授与した。�
�
今年度後期に開始の次期公共研究プログラム、ヒトの健康に関するゲノム研究には研究

資金として ��

万ユーロが前もって割り当てられた。�
�
今後委員会の資金調達のもとで、双生児の遺伝子学、ネズミ・ゲノミクスや構造プロテ
オミクスの �プロジェクトによって新規の方向が実証される予定である。現在産業界や学
際界からの科学者達に全ヨーロッパからのトップレベルのチームを構成し、選択された科
学分野での最新の科学による研究の実施を求めている。その実施にあたっては効果的な成
果をまたは世界レベルの最高の研究を得るために量的にも質的にも必要不可欠な十分な手
段が与えられる。�
�
この取り組みは欧州委員会の義務の一部であり、巨額の資金を投入し知識の創造をより

活発にする。また研究と革新において一貫した欧州地域の構築を目標とする。それは二日
前に開催されたバルセロナサミットで州と政府の代表達によって喚起されたことでもある。�
�
研究委員 ��2�255�� 360;62+ はヒトゲノム全体を解読し、それによって研究者達の疾病

遺伝子起源の理解と新しい療法の開発に新しい機会を導いたと言える。欧州が �� 世紀の
開拓者としてゲノム研究においてまたバイオテクノロジーにおいて主導的役割を果たして
いるのはきわめて重要である。しかしそれぞれの国々のキャパシティーを超える科学的な
挑戦に応じられるように欧州全体をより効率よく体系化させるなら、そのヒトゲノムの広
範な潜在性をただ人間の生活の質やヨーロッパの競争力を高めるためだけに使用する事が
可能になる。�つのプロジェクトは以下を参照：�
�
＊ ヨーロッパにおける双生児志願者の共通の疾病遺伝子の鑑定研究 ?� =��+��

���)/+�+教授（ヘルシンキ・フィンランド）による調整。�
遺伝子構造が同一視されるため、医学研究者にとって双生児は共通の疾病に見られる潜

在的遺伝子起源を研究する上で貴重なグループと言える。両方が同じ共通の疾病を後々患
うことがうり二つの双生児に見られるならば、これはその病気に関する遺伝子の基礎の良
き指標となる。�
�
ゲノム配列の知識と共にこの情報は研究者達がゲノム配列と疾病を連結する研究を可

能にするであろう。これらの遺伝子の鑑定と理解が、疾病の診断上の新しい手段や新しい
療法開発の道を拓くことになるだろう。欧州の主な双生児登録所ネットワーク及び欧州で
のこのプロジェクトによって、この分野の研究者達が心疾患のような一般的な病気の遺伝
的起源の鑑定をする機会が増えるであろう。� による ���
 万ユーロの資金拠出が提案
された。�
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�
＊ ネズミゲノムによる人間疾患の理解?�B)�,��31/(+教授� %C�1(����英国&と �2�11��

���'*/+教授（B)1�0*/614�フランス）による調整�
�
ネズミのゲノムは人間のゲノムと �％同一視され、遺伝子上の疾患をもったネズミは同
等の人間の疾患を考える上で大変良きモデルになる可能性を持つ。これらのモデルは人間
の疾患に対する潜在的な新治療の開発や検査においては必須のものである。�
�
欧州では研究者達によって人間に見られるような病気を患うネズミが隔離された。しか

しながら、ネズミが感染する病気と人間の病気との間の相似性を確認するには、類似遺伝
子型マウス系統の綿密な分析への多大な取り組みが必要とされる。�
�
このプロジェクトはすでに利用可能な多数のネズミの突然変異の詳細な分析を目的に

している。そのために、特定の人間の疾病に対応する最高のネズミのモデルが効率的に判
別できる。この欧州協力の他の結果には研究に使用される動物数の減少が期待される。
���
万ユーロの資金調達が提案された。�
�
＊欧州における構造プロテオミクス?���,28�B)6�1)教授� %��:/18�英国&��2+/�>/1�0教

授%B)1�0*/614$フランス&による調整�
�
タンパク質の遺伝コード、それと共にタンパク質は生命の生物学的工程を行う。特定タ

ンパク質の �次元構造の知識はその機能の予測には不可欠である。�
�
一般的なタンパク質と疾病に関連するタンパク質の構造・機能分析は創薬の開発に携わ

る製薬産業においては極めて重要である。しかしながらタンパク質構造の測定には主な設
備や基礎構造やノーハウによって長期的な高額の費用負担が必要な処理過程が要求される。�
�
このヨーロッパのプロジェクトは高い処理能力のそれぞれの段階をもっとも効果的に

することによって構造測定過程をスピードアップさせるであろう。たとえば、タンパク質
の生産や精製、結晶化と構造解析などにおいて。医学上関心のある �

以上のタンパク質
の構造が確認されるであろう。���
万ユーロの資金投資が提案された。�
�
規模においても、範囲においても、レベルにおいても世界的な研究チームの活動を通し

て、これらのプロジェクトはヒトゲノムと疾病との関連の研究を進め、それによってこの
重要な分野の研究における欧州のポジションが高まり、その結果として患者の救済という
実質的な前進が導かれるだろう。�
�
その上、これらのプロジェクトの新しい特徴、また統合された内容や規模が、� つの新
しい手段に、つまり注目に値する統合されたプロジェクトと最高のネットワークにとって
有用な先駆者的役割を担うであろう。第 � 回フレームワーク・プログラム（�

���

�）
で提案された。�
�

（出典：�))5?@@6+20A2�A/'@0)/12�0@�

��@
���
���)'�）�
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ダートマス医学部研究者が抗癌遺伝子の発見ダートマス医学部研究者が抗癌遺伝子の発見ダートマス医学部研究者が抗癌遺伝子の発見ダートマス医学部研究者が抗癌遺伝子の発見����

（米国 2002/03/07）�

�

ダートマス医学部癌研究者は白血病性細胞を絶滅に導く遺伝子を発見し、抗癌剤として

新規の標的を対象にし始めた。�
�

この新規の遺伝子はナショナル・アカデミィー・サイエンスの会報３月１９日の発刊で

初めて報告された。ある白血病性細胞と他の腫瘍細胞を出来る限り破壊するプログラムが
始動されたのである。レチノイン酸やガン治療や予防に使われるビタミン �誘導体で治療

は実施された。�

�

薬理学及び毒物学界の議長の ��)��+� �'2)1/,0�9教授によると細胞死プログラムを始

動する構造の発見は新抗癌剤の発展への道を敷くことになる。また彼は B6)20���

L2)�1��(�+$���+��2)���#/(�$�B�1����1��'�+)��$���,28�B��6���を含む研究チームの代
表でもあった。�

�

レチノイドはビタミン �から抽出された天然または合成混合物である。レチノイドはオ
ールトランス型レチノイン酸（#�）が急性前骨髄球性白血病（�ＰＬ）を起こし、まれに、

致死白血病を起こす。この白血病はレチイノン酸の受容体を変位させる異常な細胞の欠陥

によって特色づけられる。このレチノイン反応の顕著な特徴は疾病を起こす異常な受容体
の悪化である。�

�

#� 経路の研究はＤＭＳチームがターゲットとする遺伝子を発見した。それは薬物作用
の症状を呈し異常な受容体を退化させ細胞死を誘導する。白血病細胞に導入される時にこ

の細胞は  3��=と呼ばれ、レチノイン酸反応の主要な技術を再生産し、白血病細胞を死

に招くのである。�
�

「白血病や他のガン細胞の致死プログラムを示唆する潜在的で薬理学的なターゲット

を発見したという意味では感動的である。」と筆頭著者の L2)�1��(�+は語る。�'2)1/,0�9
チームは ��1)'/6)�の研究者 ��120)5��1�=/(1�9と、また医学、薬理学、毒物学の助教

授や、Ｍ2A�������'�)�とC�1,�18大の �/88�!/�6*�とも協力している。�'2)1/,0�9と

=/(1�9は� ��1)'/6)���/1120��/))/+�ガンセンターの内科医であり、彼らの研究は国立衛
生研究所によって支援されている。�

�

%出典：�))5?@@(((���1)'/6)���86@8'0@+�(0@�

�J��@�	'�1�

��0�)'�&�
�
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ゲノム分野の動向ゲノム分野の動向ゲノム分野の動向ゲノム分野の動向（米国、2002/04/04） 
 

�

��

��

��

�年のレビュー年のレビュー年のレビュー年のレビュー����
����
�

�年はゲノム分野において、産業技術及び科学技術が果たした業績は画期的であった。

誇張して言えば、今後の研究の最初の第一歩、足がかりの年であり、商機の開始の年とも
言える。ヒトゲノムの遺伝子地図及び配列を解析する第一歩の試みは称賛され、ヒトゲノ
ムは“生命の本“又“生命の分子の青写真”とも描写された。観察者が覚えておくべき重
要な点は、この事象は実際に始まりの完了に注目したにすぎないという点である。ヒトゲ
ノムの影響は科学的なレベルでより明らかになり、ヒトゲノムの含意が応用レベルで考慮
されるにつれ、科学的研究、臨床応用、政府の規制関連領域にまだかなりの挑戦が残され
る。その分野が前進し続けることを保証するために、適切な規定や法的な枠組みを開発す
るとともに科学者と政策決定者はますます連携を組み、より大衆を巻き込んで、その理解
を促進しなくてはならない。そうすることがゲノムに基づいた消費者市場の準備に必要な
インフラの一部になる。最も重要な点はこの科学技術とゲノムの市場化に伴う政策の間で
複雑な相互作用を進めていく際に、ゲノム関係者達が長期に及ぶ開発計画とゲノム分野に
ともなう不確実さを覚悟しておかねばならないということである。�
 
科学的研究の新しい時代科学的研究の新しい時代科学的研究の新しい時代科学的研究の新しい時代����
����

ヒトゲノムの十分な潜在性や影響力が医療行為の中でまたはそれをこえたところで具
体化するにはまだまだやるべきことが多い。ヒトゲノムプロジェクト%C!�&は生物学の中
においてパラダイムシフトを象徴し、科学的研究のインフラの開始や科学者の科学的研究
への新しい方向性を定め、まだ解明されていない現象の発見の機会を提供している。ヒト
ゲノムの科学的研究における当面の焦点として、遺伝子ターゲットを識別し有効化するた
めに遺伝子配列や遺伝子発現や遺伝的変異情報を一まとめにすることになるであろう。種
の中でまたはそれを超えて相似性や差違を、固体群生アプローチ及び、モデル有機体アプ
ローチにより比較分析されるであろう。また特定の疾病、あるいは分子構造に制限が見ら
れる神経精神障害のような分野に研究焦点が絞られている。遺伝子機能を明らかにし、ま
た分子レベルで疾病を理解することによって、新しい科学的調査の機会を増やし特定の科
学技術開発の発展、情報科学能力などへの挑戦ももたらされるであろう。さらに調査を優
先させるとともに、手段や技術、データなどの規格の必要性が導かれるであろう。�
����

消費者と公共政策と科学的研究の収束消費者と公共政策と科学的研究の収束消費者と公共政策と科学的研究の収束消費者と公共政策と科学的研究の収束����
����

ゲノム時代における現代の生物工学は希望や機会から、恐怖や挑戦に及ぶ一連の混沌と
した反応を呼び起こしていると言える。たとえば応用レベルでは遺伝子組み換え食品論争
があげられる。消費者と公共政策そして科学研究のますますの収束は当然ハイライトにな
り、それにより公衆の認識は科学的ではなく、頻繁にビジネス的現実であることを政策決
定者に警告することにもなった。しかしながら、問題は遺伝子組み替え食品か幹細胞かど
うか、つまり公衆のリスク認知は、一般的に個人の認知、リスクは生産の過程に関係する
かどうかという問題と同一線上にありがちである。たとえば、この問題を取り巻く論争と
して、違った過程は違ったリスクを導くかどうかに関連して、最終産物がそれぞれ違った
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行程を得て派生した場合には違ったリスクが導かれるかどうか、最終結果はそれを達成す
る方法を正当化するかどうか、もしそうならば、コストはどうかなどがあげられる。不均
衡な部分は一般大衆の認知がいつも平等な知識ではないという事実である。ゲノムの具体
化、そのビジョンの実現化の際には、今後、公共政策の形成と公認の消費者行動は告知さ
れる政策決定に頼らなければならない。首尾よく科学技術と政策の間の複雑な相互作用を
進めるためには、世論形成のイニシエティブを違った社会の人々と一緒に形成せねばなら
ない。（たとえば地理的な、また人口統計学的な差も含めて）経済界の株主などを含め、ま
た科学的なまた倫理的な価値問題をも申し入れながら形成せねばならないのである。しか
し、進行中の議論が世論に至ることが大切になろう。なぜなら議論がなされないというこ
とは単一性や不変性にとどまることになるからである。�
����

新しい科学的及び合法的領域の計画新しい科学的及び合法的領域の計画新しい科学的及び合法的領域の計画新しい科学的及び合法的領域の計画����
����

知的所有権%��#&は �

�年の論争の最先端にい続けた。そして、��#が商機をもちかけ、
会社が評価するこのビジネスチャンスは予測不能な事象や不確かさを表し続けた。この論
争は公共に存在する多数の間違った概念から部分的に起き、特に人間の生命の姿や自然界
に存在する様々なものに関する特許の概念が問題となった。しかしながら、現実には米国
特許商標局% B���&は、自然から抽出されたまたは隔離された純粋化された合成物は特許
の対象になるという点をはっきりさせた。しかし �

� 年の初めに出された新しい規則に
よると  B����は誤解を一掃して明確化し、発明は少なくとも一つの特別な実質的な信頼
性のある有用性を表さなくてはいけないと断言した。特許に関する不確かさは続くようで
ある。それはゲノムにおける科学と技術、結果として生じる知識ベースはたえず進化する
からである。この進化は判例を進化させる道ともなる。問題をますます複雑にしているの
は、人々や団体が、共通の遺伝子資源ばかりでなく個人への所有権を主張することで遺伝
物質や情報を制御することを主張し始めたからだ。特にゲノム産業と一般社会は、商業化
への誘引と公共の興味との間で承諾できるであろうバランスを探求しながら新しく科学的
で合法的な領域へ進出しようとしている。�
����

インフラの開発：商業化への重要な優先インフラの開発：商業化への重要な優先インフラの開発：商業化への重要な優先インフラの開発：商業化への重要な優先����
����

ゲノムのような先端技術は様々な産業に関わり合いを持つ混乱の変革作用力とも言え
る。産業における生命科学戦略は、健康や食品、栄養における新製品の開発のための基盤
として元来はバイオ産業を応用した。しかしながら、企業は遺伝子組み替え食品への公衆
の関心に対応して以来、生命科学戦略を断念した。今日、農業バイオ産業は新しい政策に
直面し遺伝子組み替え食品の合法化や商業化への挑戦に挑んでいる。つまり遺伝子組み替
え食品はテストやラベリングや信頼性への関心に対応しているのである。企業が戦略を変
える必要がある。その戦略とは人間の健康にゲノムがより広範に応用され消費者の関心と
商機の間のバランスを保つものでなくてはならない。たとえば、ゲノムを使用して企業が
生産した製品は販売のためや市場の目的のために適度の規則を必要とするであろう。医療
サービスでは、作業者が遺伝学を初期治療に入れ込むために、また消費市場では詳しい情
報に基づく政策決定を促進するため、また個人の権利の保護を確かにするためにも教育や
規制は必要である。遺伝子組み替え論争にもかかわらず、農業バイオ産業はその研究開発
戦略を追求し続け、たぶん遺伝子組み替え食品からの直接的な利益の証明、また消費者は
最終的には公共の支援にうち勝つであろうことを確信した。�

�年に卓越した研究焦点分
野は栄養ゲノム学の概念の中で具体化された個人の栄養と栄養の内容を高めるために植物
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中の特質を積み重ねた製品開発が含まれた。����

����

資金調達と研究の実験期間資金調達と研究の実験期間資金調達と研究の実験期間資金調達と研究の実験期間����
����

科学と産業技術が生活科学研究において進化するにつれて、ゲノムの手段やサービスに
対する概念や定義、ビジネスモデル、市場が同じく進化する。高まる研究の学際的な性質
やビジネスチャンスの不確かさによって、ゲノム産業の資金調達と研究が実験期間中であ
ることが示され、今後もこの実験が継続しそうなことが示唆されている。�
この実験の例は新しい非伝統的な資金調達へのアプローチを包括する。資金の調達は慈

善事業に出資する共同ベンチャーキャピタル、成果が商業化につながる基礎及び応用研究
を支援する公共と民間の企業間提携団体構造が行う。ゲノム産業は一般的な不況にもかか
わらず �

� 年を通して経済への多大な影響を与え、生活科学部門は投資を誘致する数少
ない部門の一つになってきている。シグナルに従えば、オンラインマガジンは生物工学部
門をまた生物工学企業は約 ��億ドルの収益を �

�年の最初の �@�期にあげたことを掲載
した。�


年の特別資金調達環境よりも超過した額である。方法論と技術においては豊富
であるが、ゲノム分野はまだその発展においては初期であり、戦略的観点からみれば、実
際に維持できる有用性を顧客にまた資本金を資本家に返却するにはまだまだ十分ではない。
特に研究活動が遺伝機能や、よりシステム統合された生物学への観点を決定的にする方向
へ進むにつれ、本当の価値命題は、より新しい知識の発見や製品発見のイニシアティブに
よりさらに高い価値を供給しようとする企業とともにあると言える。�
�
構築中のビジネスモデル構築中のビジネスモデル構築中のビジネスモデル構築中のビジネスモデル����
����

創薬過程における急成長のゲノム産業のビジネス状況では、テスト中の候補薬に対して、
ゲノムは時間的にまた費用的にコストが少ないアプローチを約束している。このようにし
て企業はより良き候補を発見し発展段階へ入っていくことを可能にする。同時に製薬会社
はターゲットの妥当性における緊急の必要性に応じ、これらの会社の儲けを増額するとい
った意欲を通じてゲノム会社に軋轢をかける。ある場合には、それらのターゲットを最も
効果的に活用される分子治療学を供給する。�

�年の成長トレンドはゲノム企業である。
その企業が妥当性をねらって系統だった、高い処理能力をもつ処理過程アプローチを提供
した。広範囲に統合する手段とサービスを発展させ、より維持可能なビジネスモデルに焦
点を合わせるにつれて企業の合併が起こり始めた。�

�年に独立性を維持できなかった企
業は ��90� ���1'�+A�6)2A��0 社 $� ��/'/15�2A 社 $� ��:/18� >/��A6��1 社 $� ��A��18�
32/0A2�+A�社$� �1/)�/'�社と #/0�))�� �+5��1'�)2A0社である。特に明らかなのは ���
マイクロアレービジネスにおける変化である。たとえば、!�+/'�)12A0社は企業活動をや
めて、=9+9)�社と �/1+2+4社はその分野から撤退することを決定した。=9+A2)�社�は非
収益性を主な理由として撤退し薬の発見と開発だけをおこなうことに決定した。C6'�+�
!�+/'��BA2�+A�社や>2���++26'����1'�A�M)2A��0社と �61�4�+社が少なくとも５億円
を銀行に残しながらその年を終えた。それが彼らの今後の計画の準備に必要な、そしてよ
り公平な土壌で大きな製薬会社と取引をする財政的自立を与えた。しかしながら、将来の
商業上の成功において財政上の安全性だけが全く保証がないのである。�
�
����������������年の発展の探索年の発展の探索年の発展の探索年の発展の探索����
����

科学者による最初のヒトゲノムの遺伝子数の見積りは少なくともヒトゲノムの草案の
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完成発表で報告された数の �倍はあった。この声明以来より進んだ研究によってこの見積
り数は C!�によると実際は �



～�



以上にさらに高くなるようだ。なぜならば未
開の配列だけでは遺伝指数を確実に決定するのは十分ではないからである。研究者はより
注釈つきの完全なデーターセットでもって遺伝指数の取り組みを続けるであろう。�
�
ゲノム研究の取り組みから明らかになり高まる遺伝子情報の有効性と多様性が結びつ

いてマイクロアレイ科学技術が継続的に改善された。遺伝子発現を超えて配列科学技術の
初期の業務を拡張するであろう。毒物スクリーニング、遺伝子差異分析、タンパク質分析
も含められ、実質的にＤ�� マイクロアレイへの要求が増加するであろう。たとえば、
�::9'�)12�社の ��1��4�+�BA2�+A�社は全ゲノム精密検査を行うために 
のヒトゲノムの
研究においてチップ科学技術を応用した。�
�
Ｓ�� は遺伝子変異における商業的関心にずっと焦点を絞ってきた。しかし、その情熱

は最近医学的にまた、疾病関連突然変異が個々ではなく遺伝子マーカーの集約的なブロッ
クとして遺伝を受けるという見込みのあるハプロに対して高まりを見せ始めたのである。
公共のハプロ地図は C!� に対して可能な結果として議論を行ってきた。生命倫理的な考
察は進行が遅れたが広範に興味がもたれ、また臨床医学へ続く潜在的な有用性は興味を駆
り立てるであろう。�
�
毒物ゲノム学－機能的ゲノムと分子毒物学のフュージョン（融合）である。－これはマ

イクロアレイ活動が高まりつつある分野である。つまり研究者が毒物にさらされた物体の
遺伝断面図中で毒物に対する反応と変異の間の相関性を見つける試みが行われている。米
国毒物ゲノムセンターでは人間への毒性物質の環境的な影響を分析している。それによっ
て毒物と遺伝子を組合せた基準と公のデーターベースを作成する先導的な役割をとること
を予定している。�
�
斬新な臨床の診断的製品はゲノムの分野から出現した最初のビジネス的賜物となりそ

うである。��� マイクロアレイが臨床的診断においては重要な道具になる。しかしなが
ら科学技術は運用上の複雑さに関連する分野で改良されなければならないであろうし、基
準、法的承認手続き、倫理的、法的、社会的問題などの多くのパラメーターの収束や解決
が要求されるであろう。この結末への進行の発展を期待する。�
�

バイオテロリズムはその分野の連邦政府の研究や商業活動に関してより多くの関心を

集め続けている。複合生物学的化学兵器の検出を狙う装置の開発への挑戦は、検知される

分子の集中レベルとサンプルボリュームをマッチングさせることである。企業では積極的

に ��5�28�社で開発中のような現場検知システムの解決策に取り組んでいる。しかしなが

ら理想的にはどんな装置も携帯用であり、速く、頑丈であり、自律的である必要があり、

もし削除できないにしても、逆の結果の可能性があるような誤りは最小限にとどめて十分

に信頼できるものにする必要がある。�
�
（�出典：
�����������������������	� �

�������������� �!�� �"����������#�$�#�$��%%��%&����"����
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【ニュースフラッシュ】【ニュースフラッシュ】【ニュースフラッシュ】【ニュースフラッシュ】    

米国―今週の動き米国―今週の動き米国―今週の動き米国―今週の動き((((3333/14/14/14/14～～～～3/27)3/27)3/27)3/27) 

����ワシントン事務所 
�

�

ⅠⅠⅠⅠ    新エネ･省エネ新エネ･省エネ新エネ･省エネ新エネ･省エネ                                                                                                                                                    
�@��：世界初の燃料電池�ガスタービン利用ハイブリッド発電所�

  ���が発表。カ州での初期実験結果は順調。発電効率は �E。%�����1�00�#����0�&�
４月／�

 �：≪省エネ≫ 運輸省、�

�年型スポーツ用多目的車の燃費基準を据え置き�

  �スポーツ用多目的車の燃費基準 �ガロン当たり �
��マイルに据え置き。%!1��+(21�&�

�：���、データセンターで使用する分散型エネルギー資源開発プロジェクトを助成�

  � ���が、データプロセスとテレコムで使用する分散型エネルギー源を研究開発のた

め、業界 チームに総額 �

万ドルをグラント。最高 �年間。%�����1�00�#����0�&� � �

� � �：テキサス州ヒューストン市最大の ��アレー建設計画�

  テキサス州  55�1�L21*9地方センターの屋上に ��L�の ��。%B/��1�AA�00�A/'&�

�：再生可能エネルギーの問題点に気付いたフロリダ州ジャクソンビル市の "��社�

  � �年前に自社電力の ��Eを �
年以内に再生可能資源で発電すると約束した "��社、

多くの技術が高額であったり未立証であるため今ではこの誓約を守ることが困難で

あると発言。%���������B)1��)�"/61+��&�

	：���、エネルギー効率化・再生可能エネルギー部の新次官補代理を指名�

 � � � ���の ��!�1'�+次官補が、エネ効率化・再生可能エネ部%��#�&の再編に伴い、

��#�の各プログラムを担当する次官補代理を新たに指名。%�+028���+�149&�

：ネバダ大学リノ校、地熱エネルギー利用促進計画に ���からグラント受領�

  � ���、ネバダ大学の地熱エネルギー利用拡大プロジェクトに ��万 �$


ドルのグラ

ント。地熱エネルギーを米国西部の主要エネルギー資源に。� %�+028���+�149&�

：>2���++26'�����社、水素燃料システムの実験成功を報告�

>2���++26'�����社、オークリッジ国立研究所での過去�ヶ月の第�段階試験が成功、

ポータブル燃料電池に水素を提供できることが示されたと発表。%�+028���+�149&�

：ローレンス・バークレー国立研究所と国立再生可能エネルギー研究所の新計画�

標記２研究所が、ソーラーパネルの生産コスト低下と、より高い品質管理水準の確

保につながる計画を推進中。%�+028���+�149&�

�

ⅡⅡⅡⅡ    エネルギー一般エネルギー一般エネルギー一般エネルギー一般                                                                                                                                                    
３月／�

��：エネルギー省の科学部、研究所技術リサーチ計画の廃止を計画中�
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��� が、共同研究開発協定%�#���&に基づく民間への技術移転を目的とした「研究
所技術リサーチ計画」を来年廃止する予定。%��8�1�����A�+/�/49�#�5/1)&�

��：連邦政府クリーンエア基準の強化がウィスコンシン州の発電所に与える影響�

  >B3 エネルギー・アソシエーツの調査：クリーンエア基準の強化はウィスコンシン
州の殆どの石炭火力発電所を閉鎖に追い込む。継続運転には汚染抑制装置に �億～��
億ドルが必要。平均的家庭の電気料金が月額 �～�ドル上昇と推定。%!1��+(21�&�

４月／�

�：C�+19����'�+下院議員、政府エネ政策に見られるエネルギー企業の影響を報告�

C����'�+ 下院議員%民主党、カ州&、行政府エネ計画の �
 提案の内、� 提案はエ
ネ界有力企業やそのロビイスト達からの提言に基づく、と報告。%�+028���+�149&�
：���文書、昨年の大統領命令が米国ガス協会の提案に類似していたことを呈示�

  ��� の公開文書、連邦所有地における天然ガスの探査・生産の認可過程のスピード
化を目的として昨年 月に発行された大統領命令が、米国ガス協会の提案に類似して
いることを明示。%!1��+(21�&�

�：内務省の��)0/+次官補、炭層メタンをエネルギー増産の鍵とみなす�

 �炭素メタン開発会議で発言した #�*�AA����)0/+内務次官補、ロッキー山脈の炭層メ
タン開発が � 月 �� 日の同時多発テロと継続する中東危機の余波でエネルギー増産の
重要な部分を占めることになると発言。%!1��+(21�&�

	：�週間の休暇を終えた上院のエネルギー法案審議、最終ラウンドへ突入か？�

��0A��� 院内総務は、審議があと一週間でまとまらない場合には「討議終結投票」を
持ち出す可能性もあると示唆。%�+,21/+'�+)��+8��+�149���2�9&�

�

ⅢⅢⅢⅢ    環環環環    境境境境                                                                                                                                                    
３月／�

��：米国産業界、米国の多国籍企業への � からの京都合意順守強制を懸念%�+028����&�
：ブローカーと保険代理業者、温暖化ガス排出権取引市場への早期参入を進言�

ワシントン ��で会合を行ったブローカーと保険代理業者が、台頭しつつある温暖化
ガス取引市場の重要性とこの市場の将来について論議。%!1��+(21�&�
：上院本会議、�

�年度スーパーファンド予算を増額する決議法案を可決�

上院本会議、�

� 年度スーパーファンド予算の � 億 �$�

 万ドル増大を要求する上
院予算委員会作成の予算決議案を可決。%�+028�����&�

４月／�

�：カナダ、今年中に京都議定書を批准か�

  カナダ大使館の環境担当官、カナダ政府は京都議定書を批准する予定であると発言。
現在、国内での公平実施について州政府と協議中。%�+028���+�149&� �
：デシマ・リサーチ社、カナダ人の �	Eが京都議定書を支持していると報告�

  カナダ人 �$


人を対象%�����/1/+)/�!�/*���+8�>�2�&�
�：米国務省、気候変動に関する政府間パネルの委員長に ��A��612博士を指名�

米国産業界の #���)0/+現委員長引き下ろし策、ここでも露骨%������(�H/1���2'�0&�
：カナダ、スポーツ用多目的車%B �&とミニバンにより厳格な排ガス規制�

 �カナダ政府、米国 ���の“乗用車排出基準”を自国の全乗用車に採用予定。���基
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準が対象外とする B �やミニバンも乗用車とみなし、法の抜け道を遮断。%#�6)�10&�
：ホワイトハウスによる気候変動プログラム再編、技術・科学を重視�

  ホワイトハウスが、連邦政府の気候変動政策および気候変動プログラムを再編するイ
ニシアティブを開始。科学技術政策局%�B��&、���、商務省が主導。%�+028�����&�
：ブッシュ大統領が外交政策を徹底見直し、新国際環境条約が制限される可能性�

 �ホワイトハウス、来るべき国連の持続可能な開発に関する世界サミットで、国際環境
政策を経済・政治問題といった外交政策分野の一環として見なすという米国の新しい
アプローチを提示すべく準備中。%�+028�����&�

	：環境保護者、ブッシュ政権に新排出源査定の施行を要請�

  環境保護団体 �グループが大気汚染の近況報告書を発表し、ブッシュ政権に新排出源
査定%�B#&の支援を呼びかける広報キャンペーンを開始。%�+028���+�149&�

�：���,�1)�!1/65、コンピューターのリサイクルに関する株主決議案を提起�

投資企業 ���,�1)�!1/65が米国の大手コンピューター・メーカー�社に対し、コンピ
ューター廃棄物による環境への影響の研究求める株主決議案を提出。% B���/8�9&�

�

ⅣⅣⅣⅣ    産業技術産業技術産業技術産業技術                                                                                                                                                    
３月／�

�
：予想以上に産業界の広い範囲にベネフィットをもたらしている大学と政府の研究開発�

カーネギーメロン、コロンビア、イリノイの �大学調査で明らかに。%�+028��#G�&�
��：全米研究委員長、国立標準規格技術研究所%��B�&が近未来に直面する課題を報告�

全米研究委員会%�#�&発表の「将来の研究開発環境：��B� への報告」：��B� が �


年内に多数の科学技術重要課題に直面することを予言。%��8�1�����A�+/�/49�#�5/1)&�
�	：製造技術普及計画%>��&救済に、上院議員 
名が結集、署名%>�+6:�A)612+4���(0&�
：大学院にナノテクノロジー専攻を開設する米国大学�

競争力のある新技術分野での次世代科学者養成を目的とした連邦政府予算が増大する
につれ、ナノテクノロジー専攻の科学、工学、または、医学の修士号や博士号を授与
する大学が増加。%����B'�����2'�0&�

４月／�

�：国立衛生研究所予算の焦点は �

�年度予算へ移行�

生物医学・自然科学関係のロビイストと政府高官、向こう  年間に国立衛生研究所
%��C&予算を倍増するという政府公約の実現が確実となったため、�

�年度以降の同
予算に関する見解をもう表明。%BA2�+A���+8�!/,�1+'�+)�#�5/1)&�

�：行政管理予算局、��政府イニチアティブへの提案募集要網を間もなく発表予定�

行政管理予算局%�>3&、向こう数週間の内に、ブッシュ政権が大統領の管理改革アジ
ェンダの一環として選定した ��の ��政府イニチアティブを進める具体策を発表する
模様。%������0�2+4)/+��/0)&�

	：食品研究もナノレベルに到達�

クラフト食品ナノテクノロジー研究所の研究者、微小のジェット噴流技術を利用して、
ある種の液体を他の液体で包み込むことにより、ナノ�サイズ%幅 
 ナノメータ&のカ
プセルを作り出す方法を発見。%3602+�00�����&�

�
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【ニュースフラッシュ】【ニュースフラッシュ】【ニュースフラッシュ】【ニュースフラッシュ】                            NO.879NO.879NO.879NO.879    

米国―今週の米国―今週の米国―今週の米国―今週の Web HeadlinesWeb HeadlinesWeb HeadlinesWeb Headlinesからからからから 

����情報センター�
ⅠⅠⅠⅠ    ��������：ライフサイエンスライフサイエンスライフサイエンスライフサイエンス                                                                                                                                            
�

��������	����

科学者は遺伝機構の役割を明らかにするために彼らが遺伝子を沈黙させる処理を開発出来ることを発見�

�
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����������������������������
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なぜアルツハイマー病患者が非常に容易に道に迷うかについての詳細�

%����&�'���(�)������*��+�������,�����������-������

����������
��
������������������#�$��	�����

�

#��������#��.�

成人の幹細胞の使用にはより多くの研究が要求される�

%������� ���/������������������������
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������������������#�.��.�����

�
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薬開発を進める化学ゲノミクス戦略の利用を 1������2社が報告�

� ��会社は �つの試験的な制がん剤についての研究を報告する�
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1����+�������社の 1+	.�は多数の抗がん作用を実証�

� �� ����
����� ��������
� �����������
� ������ 5�((67�8の活動と作用機構に関する (����
��(���
������ ���

1�
���9�����
��5((198�プレゼンテーションでの第二世代化合物の新しいデータ�
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最初のクローンベービー報告書�
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ⅡⅡⅡⅡ    ><><><><：情報技術情報技術情報技術情報技術                                                                                                                                                            
 
1.2002/03/29 
科学者が新しい太陽電池を作成 
Scientists Create New Solar Cell  
http://www.sciam.com/techbiz/032902/1.html 
 
2.2002/04/01 
DOE 科学グリッド 
IBM および DOE のスーパーコンピューティング・センターは広い範囲にわたるスーパー・コンピューターを DOE
科学グリッドと呼ばれるユーティリィティ状のサービスに変化させる 
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DOE Science Grid 
 -IBM and the Department of Energy's Supercomputing Center are transforming far-flung supercomputers 
into a utility-like service called the DOE Science Grid. 
http://www.science.doe.gov/feature_articles_2002/April/Science_Grid/DOE%20Science%20Grid.htm 
�
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量子データの確実な記憶を研究者が実証�
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��,�半導体は光の領域へ移る�
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ナノサイズリチウムは �次電池にもっと詰めこむ�
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人工網膜としてのチップ設計は可能性がある�

 �傷ついた網膜の代わりの可能性�
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ⅢⅢⅢⅢ    -?-?-?-?：環境環境環境環境                                                                                                                                                                    
 
1.2002/04/02 
中国は電気自動車に投資する 
China invests in electric cars 
http://asia.cnn.com/2002/WORLD/asiapcf/east/04/01/china.car.reut/index.html 
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世界的に見た社会及び環境の動向が、経営戦略と市場に新局面を開く�
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ジャーナルは侵襲性の ,%トウモロコシのクレームに対する支援を撤回する�
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英国の排出権取引計画は失敗か？�
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ⅣⅣⅣⅣ    6<6<6<6<：ナノテクノロジーナノテクノロジーナノテクノロジーナノテクノロジー                                                                                                                                        �

�

���������#����

;G���#の米国ナノテクノロジー研究開発�
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プラスチックエレクトロニクスとナノテクノロジー��太陽電池�
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フラクタル炭素ナノ気孔ネットワーク�
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回路素子の中へのナノチューブ自己組立�
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「国家ナノテクノロジー戦略��商業化へのビジョンから」会議�
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カーボンナノチューブが外に内にすべての次元へ成長する�

� �レンセラー大の研究者がナノチューブ成長に対して先例がない制御を達成した�
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�������1�����������6����!��,������

���������������������!�6���������"������������������!��������

�

:��������	��	�

簡素なシリコンのトリックがナノチューブを制御する、レンセラー大の科学者が語る�
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ライス大学の研究が「設計者」カーボンナノチューブを産出する�

� �フッ素の追加は何百ものナノチューブ派生物への戸を開く�
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最小の構築ブロック�

� �炭素の第 4番目の状態の発見で、科学者はコンピューター速度と医療技術への限りない進歩を望んでいる�
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次世代コンピュータ・チップへのブレイクスルー�

@��� ������������6�2��,��1��������1�����

����������������
����
���������������:��$������

�

�



ＮＥＤＯ海外レポート  ＮＯ������ � ������	��
��

�

� ���

�
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E1�@�� ����および �@6�の化学者は、安いプラスチック太陽電池技術を開発�
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ホワイトハウス科学アドバイザーは米国化学学会の会合でエネルギー問題を扱う�

'�����=������
��
��(���������������������������������(1���������

��������������� ������������!"���������������#��
������#�0�������

�

#�������	����

エネルギー挑戦会議��技術と政策�
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カナダ天然資源省が北西地方で天然ガスハイドレートの調査遠征を先導�
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;G����#年予算は 6>=研究開発および 777開発のために大きな増加を提案するI 他の研究開発プログラム
に全体として平坦に資金を提供�
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大統領の ;G���#研究開発予算利用可能の最終的な分析�

－(((�科学C技術政策懇話会で公表される詳細な報告書�
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ブッシュ大統領はクローン研究禁止をプッシュさせる�
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%�9�1��,�������は大学研究の危険なビジネスを詳述する�

―� (((の第 �:回年次科学技術政策コロキウムの'�������7�1����講義で�
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